
7．幼児教育の振興

(前 年 度 予 算 額 34,167百万円）
（2019年度概算要求・要望額 54,107百万円）
※事項要求含む

１．要 旨

幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであることに鑑

み、2019年10月からの幼児教育無償化の実施を目指すとともに、幼児教育の質の

向上及び環境整備を促進することにより幼児教育の振興を図る。

２．内 容

（１）幼児教育無償化の実施（幼稚園就園奨励費）【事項要求】

30,024百万円＋事項要求（ 30,024百万円）

「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年6月15日閣議決定）に

おいて、2019年10月からの全面的な無償化措置の実施を目指すとされたこと

を踏まえ、幼児教育無償化を一気に加速する。また、「平成31年度予算の概算

要求に当たっての基本的な方針について」（平成30年7月10日閣議了解）で示

されたとおり、所要の額については予算編成過程において検討することとす

る。

（２）幼児教育の質の向上 482百万円（ 279百万円）

◆幼児教育実践の質向上総合プラン 445百万円（ 新 規 ）

幼児教育の無償化とあわせて、幼児教育の質の向上も極めて重要。平成30

年４月から実施された新しい幼稚園教育要領等を踏まえつつ、幼児教育の実

践の更なる質の確保・向上を図る必要がある。そのため、地方公共団体にお

ける幼児教育推進体制の充実・活用強化、幼稚園等における人材確保の取組

や質向上のための評価の実施への支援、幼稚園教諭の専門性向上に向けた免

許上進の推進するとともに、Society5.0時代の先端技術を活用した幼児教育

分野の実証研究等、以下の事業を実施する。

①幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 200百万円（ 新 規 ）

地方公共団体において、公私立幼稚園・保育所・認定こども園に対して一

体的に域内全体の幼児教育の質の向上を図るため、担当部局の教育・保育内
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容面に係る事務の一元化や幼児教育センターの設置等、幼児教育の推進体制

を構築している都道府県及び市町村を対象に、幼児教育アドバイザーの配置

及びそれらを活用した研修支援、幼小接続の推進等に必要な費用の一部を補

助する。

②幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業 30百万円（ 新 規 ）

幼稚園教諭免許状の上進のための免許法認定講習等の開設数が少ないこと

から、講習等の開設支援を通じて一種免許状の取得機会を拡大し、幼稚園教

諭の専門性の向上を図る。

③幼稚園の人材確保支援事業 85百万円（ 新 規 ）

幼稚園に優秀な人材を確保するため、先導的な取組を支援し、有効な方法

を検証・普及する。

④幼児教育の質の向上のための評価実施支援事業 50百万円（ 新 規 ）

幼稚園等が教育活動や園運営について評価し更なる質の改善を図るととも

に、評価結果を踏まえた自園の現状等を保護者などに伝えていくため、自治

体等が各園の評価の実施を支援するモデル的な取組を開発し普及する。

⑤先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究 50百万円（ 新 規 ）

Society5.0時代の先端技術の活用などを通じて、園内環境や幼児行動、教

員の働きかけ等を総合的・多角的に捕捉・可視化し、幼児の豊かな行動を引

き出す環境の構築や教師による適切な指導を支援するための実証研究を実施

する。

⑥幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 30百万円（ 新 規 ）

幼児教育の教育課題についての実態把握や効果的な指導の在り方について

調査研究を実施する。

(例：幼小の円滑な接続に向けた教育課程や指導の在り方、教員のキャリア形

成を支える研修の在り方)

◆幼稚園教育課程の理解の推進 26百万円（ 26百万円）

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する

上での参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央及び都

道府県において研究協議会を行う。
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◆ECEC Network事業の参加 11百万円（ 7百万円）

OECD において計画されている「国際幼児教育・保育従事者調査」及び「幼

児教育の多面的な質に関する調査研究」に参加し、幼児教育の質の向上を図

るための政策立案に資するデータや各国の事例を収集する。

※ ECEC : Early Childhood Education and Care

（３）幼児教育の環境整備の充実 23,600百万円（ 3,864百万円）

◆認定こども園等への財政支援 21,100百万円（ 3,348百万円）

認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策（ブロック塀の安全対

策含む）・バリアフリー化に要する経費の一部を補助するとともに、幼稚園教

諭免許と保育士資格の併有促進、研修等の実施、園務改善のためのICT化等を

支援する。

認定こども園施設整備交付金 20,000百万円（2,248百万円）

【負担割合：国1/2 市町村1/4 事業者1/4 等】

教育支援体制整備事業費交付金 1,100百万円（1,100百万円）

【負担割合：国3/4 事業者1/4 等】

◆私立幼稚園の施設整備の充実 2,500百万円（ 516百万円）

緊急の課題となっている耐震化（ブロック塀の安全対策含む）に取り

組むとともに、幼稚園の施設の防災機能強化（ブロック塀の安全対策含

む）、防犯対策、アスベスト対策、バリアフリー化、エコ改修等に要する

経費の一部を補助することにより幼稚園の環境整備を図る。

【補助率：1/3 等（Is値0.3未満の耐震補強・改築1/2等）】
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幼児教育の振興

背景幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の
高い幼児教育を保障するため、幼児教育に係る保護者負担の軽減を段階的に推進してきた。今般
「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）において、2019年10
月からの全面的な無償化措置の実施を目指すとされたことを踏まえ、幼児教育無償化を一気に加
速する。

１．幼児教育無償化の実施

2019年度要求・要望額 541億円【事項要求含む】
(前年度予算額 342億円)

300億円＋【事項要求】（300億円）

背景
２．幼児教育の質の向上 4.8億円（2.8億円）

３．幼児教育の環境整備の充実 236億円（39億円）
○私立幼稚園施設整備費 25億円（5億円）

緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強・改築、非構造部材の耐震対策、ブロック塀等の安全対
策等の防災機能強化工事に要する経費とともに、防犯対策、アスベスト対策、バリアフリー化やエコ改修等に要
する経費の一部を補助し、幼稚園の環境整備を図る。
※Is値0.3未満の耐震改築の嵩上げ（補助率：1/3⇒1/2）、園舎等のバリアフリー化事業の創設を要望
○認定こども園等への財政支援 211億円（33億円）

認定こども園の設置促進のため、認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策（ブロック塀含む）・
バリアフリー化に要する経費の一部を補助するとともに、幼稚園教諭免許と保育士資格の併有促進、研修等の
実施、園務改善のためのICT化等を支援し、子供を安心して育てることが出来る体制の整備を促進する。
♦認定こども園施設整備交付金 200億円 ♦教育支援体制整備事業費交付金 11億円

背景○幼児教育実践の質向上総合プラン 4.5億円（2.5億円）
幼児教育の無償化とあわせて、幼児教育の質の向上も極めて重要。平成30年４月から実施され

た新しい幼稚園教育要領等を踏まえつつ、幼児教育の実践の更なる質の確保・向上を図る必要が
ある。そのため、地方公共団体における幼児教育推進体制の充実・活用強化、幼稚園等における
人材確保の取組や質向上のための評価の実施への支援、幼稚園教諭の専門性向上に向けた免許上
進を推進するとともに、Society5.0時代の先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究等、以下
の事業を実施する。

♦(新規)幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 200百万円
♦(新規)幼児教育の質向上のための評価実施支援事業 50百万円
♦(新規)幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業 30百万円
♦(新規)先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究 50百万円
♦(継続)幼稚園の人材確保支援事業 85百万円
♦(新規)幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 30百万円

○幼稚園教育課程の理解の推進 0.3億円（0.3億円）

各幼稚園において新幼稚園教育要領の正しい理解の下、適切な教育課程が編成・実施されるよ
う、研究協議会の開催や指導資料の作成を行い、新幼稚園教育要領に基づく充実した教育活動の
展開を促進する。

○ECEC Network事業の参加 0.1億円（0.1億円）

OECDにおいて計画されている「国際幼児教育・保育従事者調査」及び「幼児教育の多面的な
質に関する調査研究」に参加し、幼児教育の質の向上を図るための政策立案に資するデータや各
国の事例を収集する。※ECEC : Early Childhood Education and Care
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幼児教育無償化の実施（幼稚園就園奨励費補助）

背景幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、すべての子供に質の高い幼児教育を保障するため、幼児教
育に係る保護者負担の軽減を段階的に推進してきた。今般「経済財政運営と改革の基本方針2018」（平成30年６月15日閣議決定）に
おいて、2019年10月からの全面的な無償化措置の実施を目指すとされたことを踏まえ、幼児教育無償化を一気に加速する。

幼児教育の無償化

幼稚園就園奨励費補助 （ 補助率：１／３以内 ）
幼児教育の振興を図る観点から、保護者の所得状況に応じた経済的負担の軽減等を図る「幼稚園就園奨励事業」を実施している地方公共団体に対し

国が所要経費の一部を補助する。

国庫補助限度額（平成30年度）

※ 上記表の（）内の金額は、保護者が実際に負担する月額の目安。補助限度額は保育料の全国
平均単価（308,000円）。

※ 市町村民税所得割課税額（補助基準額）及び年収は、夫婦（片働き）と子供２人世帯の場
合の金額であり、年収はおおまかな目安。

※ ひとり親世帯等には、在宅障害児（者）のいる世帯、生活保護法に定める要保護者等特に困窮
していると市町村の長が認めた世帯等を含む。

※ 就園奨励事業は市町村が行う事業であり、実際の補助額は市町村により異なる。

背景第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組
１.人づくり革命の実現と拡大
「人づくり革命」では、第一に、幼児教育無償化を一気に加速する。３歳
から５歳までの全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園の費用を
無償化する。（後略）

（１）人材への投資
①幼児教育の無償化
待機児童問題が最優先の課題であることに鑑み、「子育て安心プラン」

による受け皿の整備を着実に進めるとともに、「新しい経済政策パッケー
ジ」での３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非
課税世帯の子供についての幼稚園、保育所、認定こども園の費用の無償化
措置（子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園については、同
制度における利用者負担額※を上限）（後略）
※月額2.57万円

（実施時期）
2019年10月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。

経済財政運営と改革の基本方針2018（抄）

第1子 第2子 第3子以降

272,000円

（3,000円）

187,200円 247,000円 308,000円

（10,100円） （5,050円） （0円）

272,000円

（3,000円）

62,200円 185,000円 308,000円

(20,500円) (10,250円) （0円）

0円 154,000円 308,000円

(25,700円) (12,850円) （0円）

階　層　区　分

第Ⅰ階層　生活保護世帯

第Ⅱ階層　市町村民税非課税世帯等
（年収約270万円未満相当）

ひとり親世帯等の特例

補　助　単　価

（0円）

308,000円

308,000円

（0円）

308,000円

（0円）

第Ⅳ階層　市町村民税所得割課税額211,200円以下の世帯
（年収約680万円未満相当）

第Ⅴ階層　市町村民税所得割課税額211,201円以上の世帯
（年収約680万円以上）

ひとり親世帯等の特例

第Ⅲ階層　市町村民税所得割課税額77,100円以下の世帯
（年収約360万円未満相当）

308,000円

（0円）

2019年度要求・要望額 事項要求
(前年度予算額 30,024百万円)

幼児教育実践の質向上総合プラン 2019年度要求・要望額 445百万円
(前年度予算額 246百万円)

【新規】幼児教育推進体制の充実・活用強化事業 200百万円（新規）
地方公共団体において、公私立幼稚園・保育所・認定こども園に対して一体的に域内全体の幼児教

育の質の向上を図るため、担当部局の教育・保育内容面に係る事務の一元化や幼児教育センターの設
置等、幼児教育の推進体制を構築している都道府県及び市町村を対象に、幼児教育アドバイザーの配
置及びそれらを活用した研修支援、幼小接続の推進等に必要な費用の一部を補助する。

公私・施設類型に関わらず域
内全体の幼児教育の質の向上
を一体的に推進

【新規】幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業 30百万円（新規）
幼稚園教諭免許状の上進のための免許法認定講習等の開設数が少ないことから、講習等の開設支援

を通じて一種免許状の取得機会を拡大し、幼稚園教諭の専門性の向上を図る。

幼児教育の無償化とあわせて、幼児教育の質の向上も極めて重要。平成30年４月から実施された新しい幼稚園教育要領等を踏まえつつ、幼
児教育の実践の更なる質の確保・向上を図る必要がある。そのため、地方公共団体における幼児教育推進体制の充実・活用強化、幼稚園等に
おける人材確保の取組や質向上のための評価の実施への支援、幼稚園教諭の専門性向上に向けた免許上進の推進するとともに、Society5.0
時代の先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究等、以下の事業を実施する。

幼稚園教諭の専門性の向上、
社会的地位の向上

【継続】幼稚園の人材確保支援事業 85百万円（74百万円）
幼稚園教諭の新規採用促進、離職防止・定着促進など、各地域における幼稚園の人材確保に向けた

先導的な取組を支援し、有効な方法を検証・普及する。

【新規】幼児教育の質向上のための評価実施支援事業 50百万円（新規）
幼稚園等が教育活動や園運営について評価し更なる質の改善を図るとともに、評価結果を踏まえた

自園の現状等を保護者などに伝えていくため、自治体等が各園の評価の実施を支援するモデル的な取
組を開発し普及する。

幼稚園等における安定・継続
的な学校運営、教育活動等の
改善

【新規】先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究 50百万円（新規）
Society5.0時代の先端技術の活用などを通じて、園内環境や幼児行動、教員の働きかけ等を総合的

・多角的に捕捉・可視化し、幼児の豊かな行動を引き出す環境の構築や教師による適切な指導を支援
するための実証研究を実施する。

【新規】幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究 30百万円（新規）
幼児教育の教育課題についての実態把握や効果的な指導の在り方について調査研究を実施する。

(ex.幼小の円滑な接続に向けた教育課程や指導の在り方、教員のキャリア形成を支える研修の在り方)

指導方法や園内環境改善のた
めの手法の開発
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幼児教育推進体制の充実・活用強化事業

背景
○ 教科書のような主たる教材を用いない「環境を通して行う教育」の難しさ

を乗り越える人材育成が必要。
○ 新幼稚園教育要領等の着実な実施、小学校教育への円滑な接続、特

別な配慮を必要とする幼児への対応など、現場での研修ニーズは高い。
○ 若年保育者が多く離職率の高い職場において、園長のリーダーシップの下、

学び・育て合う仕組み作りと支援が必要。
○ 関係団体が独自の研修を実施しており、既存の資源やネットワークを生か

した連携が必要。

○ 幼児教育は複数の施設類型が存在し、その多くが私立であるため、教育内容面の
支援に関して、公立中心の小学校以降とは異なる対応が必要

• ３～５歳児の約半数ずつが幼稚園、保育所にそれぞれ在園
• 幼稚園児数の約８割、保育所在所児数の約６割、認定こども園在園児数の約９割が私立

○ 約６割の地方公共団体で公私、施設類型により担当部局が異なり、一体的な取
組の実施に課題がある

○ 教育委員会では、他学校種と比べて幼稚園に係る体制が手薄
幼児教育担当指導主事を配置する都道府県・市町村は、約半数、うち専門性を有するのは、約４割

幼児教育センターの設置、幼児教育アドバイザーの配置 • 研修機会・参加者数の増（特に保育所、私立幼稚園）、幼保小接続の進展、保育者の保育実践の向上等に貢献。
• 担当部局の教育・保育内容面に係る事務が一体的に行われていないと、私立幼稚園や保育所に対しての支援が広がりにくい。
• 取組を域内全体へ、日本全国へと広げる必要がある。

【H28~30のモデル構築】 【成果と課題】

背景

事業概要
地方公共団体において、公私立幼稚園・保育所・認定こども園に対して一体的に域内全体の幼児教育の質の向上を図るため、担当部局の
教育・保育内容面に係る事務の一元化や幼児教育センターの設置等、幼児教育の推進体制を構築している都道府県及び市町村を対象に、
幼児教育アドバイザーの配置及びそれらを活用した研修支援、幼小接続の推進等に必要な費用の一部を補助する。

主な要件

● 事業期間：３年間
● 補助対象者：都道府県・市町村
● 補助率：１／２

担当部局を一元化していること
※ 教育・保育内容面に係る事務のみの一元化でも可
※ 平成32年度当初からでも可
幼児教育センターを設置していること
小学校指導担当課との連携体制確保

主な補助内容：

• 幼児教育アドバイザーの配置、質向上のための取組、新規アドバイザーの育成
国の役割

国は、地方公共
団体同士が互いに
情報交換できるよ
う、横のネットワー
ク化を図るとともに、
本事業の評価・分
析を実施する。

体制の充実

体制活用の
ための人材
育成方針

体制の活用

域内全体へ
の波及

教育内容面での質向上を担う地方公共団体の体制が、必ずしも十分ではない

地方公共団体の体制に関する現状と課題 幼児教育現場における現状と課題

保育者の専門性の向上は公私・施設類型に共通する課題

• 幼児教育の実践の質向上のためのガイドラインの作成・活用
保育者に必要な資質・能力の明確化、それに基づくキャリアステージに応じた人

材育成の内容・方法の明確化 など

• 研修支援、幼小接続の推進

• 都道府県・市町村の連携を含めた域内全体の質向上を図るための仕組み作り

保育者の専門性の向上や幼小接続等に関する公私・施設類型を超えた一体
的な研修支援、巡回訪問、園内研修の中核となるミドルリーダーの育成 など

都道府県・市町村アドバイザーの連携、行政関係者、園長会、関係団体等に
よる関係者協議会の開催 など

2019年度要求・要望額 200百万円
(前年度予算額 新規)

幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業
○ 現職の幼稚園教諭は、二種免許状所有者が中心であり、他学校種と比
べてもその割合が極めて高い。（幼稚園：68%、小学校：14%、中学校：3.9%）

事業内容

期待される効果
保育者の専門性の向上（特に、出産・子育てから復職する中堅職員のキャリアアップとして活用）
園運営の改善、幼児教育の質の向上、幼稚園教諭の社会的地位の向上

幼稚園教諭免許状の上進のための免許法認定講習等の開設数が少な
いことから、講習等の開設支援を通じて一種免許状の取得機会を拡大し、
幼稚園教諭の専門性の向上を図る。

■委託先：大学*、都道府県、指定都市、中核市の教育委員会
*短期大学は専攻科を有する場合に限る。

背景

各学校における保有免許状別の教員構成（％）

※ 各学校に勤務する養護教諭、栄養教諭を含む。「その他」は臨時免許状、特別免許状等を含む。文部科学省
「平成28年度学校教員統計調査」より作成。

幼稚園 小学校 中学校
国立 公立 私立 国立 公立 私立 国立 公立 私立

専修 0.5 9.8 0.7 0.4 5.1 17.1 5.0 6.3 8.4 25.9 7.6 17.1
一種 27.2 64.3 42.6 23.6 78.9 73.6 79.2 61.9 87.3 71.3 88.2 77.2
二種 68.0 22.5 54.0 71.3 14.0 8.2 14.0 16.9 3.9 2.5 4.0 2.3
その他 4.3 3.4 2.7 4.7 2.0 1.1 1.8 14.9 0.4 0.3 0.2 3.4

本来要請されている一種免許状所有者の増加を促進する必要
○ 教育職員免許法 （昭和二十四年法律第百四十七号）
（二種免許状を有する者の一種免許状の取得に係る努力義務）
第九条の五 教育職員で、その有する相当の免許状（中略）が二種免許状であるものは、相当の一種免許状の授与

を受けるように努めなければならない。

大学・教育委員会

文部科学大臣

幼稚園団体

幼稚園教諭

①認定講
習申請

②認定

④受講・単位修得

一種免許状の取得
促進目標の提示

＜事業イメージ＞

免許法認定講習等の開設

③科目、単位数に
関する受講相談

講習の実施に係る
講師謝金、旅費、会場
借料等の経費を支援

○ 保育士資格の併有率は約82％と高い。 ※ 文部科学省「平成28年度幼児教育実態調査」

都道府県
教育委員会

⑤上進の申請

⑥一種免許状の授与

教育委員会 大学 講習等数 単位数

幼稚園 20 5 25 （21） 77 90

特別支援学校 49 24 73 （47） 438 455

学校種
開設者数

計（都道府県数）

開設状況

○ 上級免許状取得のための単位は大学等で修得する必要があるが、
休日や長期休業期間中に履修するなど、現職教員が働きながら上
進できる環境が求められている。

○ 現状では、そうした単位修得に資する免許法認定講習等は、半数
の都道府県で実施されておらず、実施件数等も少ない。

平成29年度

2019年度要求・要望額 30百万円
(前年度予算額 新規)



2019年度要求・要望額 85百万円
(前年度予算額 71百万円)

背景・課題

【近年の動向】

子ども・子育て支援関係の人材需要の
急速な増加を受けて、幼児教育の質を
支える優秀な人材の確保が喫緊の課題

【主な課題】

・ 免許取得者が他業種に就職 ⇒ 新規採用促進

・ 若年離職者が多い ⇒ 離職防止・定着促進

・ 離職者の再就職が少ない ⇒ 再就職促進

幼稚園教諭免許取得者の幼稚園・認定こども園への就職率 ： 約２５％
（小学校教諭免許状取得者の小学校への就職率 ： 約５０％）

幼稚園教諭離職者のうち30歳未満の割合 ： 約６１％（小学校教諭 ： 約８％）
幼稚園教諭の平均勤続年数 ： 約７年（小学校教諭 ： 約１７年）

（※）待機児童対策としての保育所等の増設
及び保育士確保に向けた様々な取組の
影響もあり、幼稚園関係者からは、幼稚
園の人材確保がこれまで以上に困難とな
っているとの指摘。 幼稚園教諭採用者のうち元教員の割合 ： 約１３％（小学校教諭 ： 約２７％）

幼稚園の人材確保支援事業

事業の内容

◆各地域における幼稚園の人材確保に向けた先導的な取組を支援し、有効な方法を検証・普及

養成校（学生） 幼稚園 離職者

・ 合同就職説明会、魅力発信
・ 養成校との連携強化 等

新規採用促進

・ 労務環境改善に係る巡回指導・研修
・ メンタルヘルス研修や専門家による相談 等

離職防止・定着促進（働き方改革）

・ 離職時の登録制度、情報提供
・ コーディネーターによるマッチング 等

再就職促進

期待される効果
・各地域において、安定的な人材確保を可能とし、幼稚園の継続的な運営を保障する。
・各園における人材の定着及び経験者の再就職を促進することにより、経験豊かで力量のある幼稚園教諭を増加させ、
幼児教育の質の更なる向上を推進する。

平成31年度は、新たに、効果が見込まれる優良な取組（※）について他地域等において更なる効果検証を行うととも
に、事業開始からこれまで３年間の取組全体について、第三者機関による客観的な分析を実施
（※） 医師等の派遣による教員の負担感軽減、再就職支援コーディネーターによるマッチング、社会保険労務士等を活用した働き方改革 等

◆委託先・事業規模（予定） ①先導的な取組の支援：１５団体（都道府県及び幼稚園団体等） ／ ３００万円～８００万円程度
②第三者機関による分析：１団体（シンクタンク等） ／ ２０００万円程度

幼児教育の質向上のための評価実施支援事業

課題

幼児教育の無償化の実施や、新しい幼稚園教育要領において「社会に開かれた教育課程」の理念が示される中、幼稚園等は教育活動や園運営

について評価し更なる質の改善を図るとともに、評価結果を踏まえた自園の現状や改善の状況を保護者や地域住民等に伝えていくことが求められ

ている。

事業内容

都道府県・指定都市等による幼稚園への評価実施の支援が進み、各園における評価に基づいた教育活動・学校運営
の改善が図られる。

調査研究を通じて
期待される効果
調査研究を通じて
期待される効果

【幼稚園現場での実施上の課題】

・幼稚園は１園あたりの教員数平

均人数が９名と規模が小さく評価

の実施体制が弱い。

・他校種に比べ、評価を実施しな

い理由について、実施方法がわか

らない、時間的余裕がない等の回

答割合が高い。

【評価の現状と課題】

背景背景

・幼稚園には自己評価の義務、学校関係者評価

の努力義務があるが、外部の視点が入った評価

は一定程度行われているものの実施が進んでい

ない。

・各園における評価の結果活用が十分ではなく

園内・家庭・地域間のコミュニケーション・ツ

ールとして一層活用していくことが必要。

○ 園の自主性に任せる
だけでは評価の実施が進
まないことが考えられる
ため、都道府県・指定都
市等が各園の評価実施を
支援する取組を開発。

○ 各幼稚園において評
価に基づいた教育活動や
園運営の改善が図られる
ことを目指す。

学校関係者評価・実施率

文部科学省◆委託先：１２団体（都道府県・指定都市、幼稚園団体等）

◆事業実施期間：３年間

◆委託先における調査研究の内容

・必要に応じて専門家（※）と連携しながら、各園の評価実施を支援する有効な方法を検証する

※各園や地域の実態に即した学校評価について知見のある人材（元園長、大学教授、公開保育コーディネーター等）

（支援の観点例）

・各園に応じた評価項目の設定や評価指標の立て方 ・園の教育内容等に関する評価者との情報共有の在り方

・カリキュラム・マネジメントと関連させた学校評価の実践方法

・負担軽減に留意した効率的・効果的な評価結果のとりまとめや公表の方法 など

◆１団体あたりの事業規模：４００万円程度

＜事業イメージ＞

都道府県・指定

都市教育委員会
幼稚園団体連携

委託成果報告

■委託先の選定 ■事業実施の支援

■成果普及 等

■地域内のモデル園を決定。

■園の実態に応じて専門家と連携しながら
評価実施を支援
■園の課題に応じた有効な実施方策を検証
し、成果をまとめて提示。 等

※自治体・団体間の連携については専門家の情報を共有し
たり、モデル園で保育を公開する機会を共有し域内の園に
参加を働きかけることなどが考えられる。

33.6%
54.6% 55.7%

84.5%
95.6% 97.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成20年度間 平成23年度間 平成26年度間

幼稚園

小学校

＜実施促進目標の提示＞

2019年度要求・要望額 50百万円
(前年度予算額 新規)
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先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究

背景 課題

○ 幼児期の教育においては、幼児の自発的な活動としての遊びを中心とした生活を通して、一人一人に応じた総合的な指
導が行われ、教師はそれぞれの発達段階に応じ、自発的な遊びを生み出すことが求められる。

○ 一方、その特性ゆえに、幼児行動や教師の指導の効果等が把握しづらいということが課題とされている。

「Society 5.0に向けた人材育成（平成30年６月５日Society 5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会 新たな時代を豊かに生きる力の育成
に関する省内タスクフォース）」 幼児教育関連部分のポイント

○ Society5.0時代の先端技術の活用などを通じて、園内環境や幼児行動、教員の働きかけ等を総合的・多角的に捕捉
し、経験則として継承・蓄積されてきた指導技術を可視化すること等により、幼児の豊かな行動を引き出す環境の構築や教
師による適切な指導を支援し、またその業務の負担軽減を図ることが考えられる。

事業内容

幼児教育現場における
Society 5.0時代の
先端技術の活用可能
性の例

■ 実装段階の先端技術を、下記の観点から幼児教育現場で活用する実証研究を行う。
（１）教師支援や園内環境改善の観点から、センシング技術やAI、IoT等を活用し、優れた教師の持つ手法の見える化や

若手教師との円滑なノウハウの共有等を促進する。
（２）幼児教育における情報機器の活用の在り方について研究協力園と共に調査研究を行い、幼児の発達を支援するため

の効果的な活用方策や、教師同士の情報共有等に効果的な活用方策を示す。
■ 委託先：大学等

・教職員の専門性向上
・園の環境整備
・保育記録の共有・質の向上
・保育記録データの研修教材への活用
・安全管理
・教職員の事務的負担軽減
・指導の充実

• 空気、騒音、照度などの環境センシングに
よる保育環境の測定

• IoTカメラによる保育者や子供の行動解析
• 顔認証技術を活用した個々の子供の活動記
録の自動抽出による保育記録の作成

• ウェアラブル型の動画カメラによる遊び中
の社会性の計測

2019年度要求・要望額 50百万円
(前年度予算額 新規)

幼児教育の教育課題に対応した指導方法等充実調査研究

課題○ 国では、全国的に一定の教育水準を確保するとともに、実質的な
教育の機会均等を保障するため、大綱的基準である幼稚園教育要
領を定めている。

○ これまで概ね１０年に一度改訂が行われてきているところであり、次
期検討に向けて資料やデータを蓄積しておく必要がある。

背景
○ 幼稚園教育要領は大綱的な基準であるため、それを踏まえ各園が自らの課

題や強みを踏まえた教育課程や指導計画、指導方法を改善していく必要が
ある。

ついては、幼稚園教育要領実施初年度の現場での取組状況を把握し、次
期改訂の検討の際に、平成30年改訂の成果や課題を把握する際の基礎的
な資料・データとする。

○ また、幼児教育の教育課題に対応する調査研究を進め、次期改訂の検討
の際の資料や、文部科学省が作成する指導資料の資料として活用する。

目的

（１）幼稚園教育要領の実施状況の調査
次期幼稚園教育要領の改訂に向け、新幼稚園教育要領が実施された平成３０年度における教育課程や指導方法の改善

状況等についての資料やデータを収集・分析する。 【委託先：大学、研究機関 １件】

（２）幼児教育における教育課題に応じた指導方法等の調査研究
昨今の教育課題について、全国の実態把握や効果的な指導の在り方について調査・分析する。
テーマは、①教員のキャリア形成を支える研修の在り方、 ②幼稚園教育と小学校教育との円滑な接続に向けた教育課程や指導の

工夫の在り方、 ③特別な支援を要する幼児への指導の在り方、④家庭教育との連携の在り方、⑤その他 を予定
【委託先：大学、研究機関、地方公共団体 ５テーマ×２件】

事業内容

改訂の検討の際に必要となる幼児教育の実践に関する資料やデータを収集し蓄積しておくこと
で、次期幼稚園教育要領の内容や、国が作成する指導資料の内容の充実が図られる。

※前回の改訂スケジュール
2014年11月諮問 → 2016年12月答申 →2017年３月告示→2018年４月実施

調査研究を通じて
期待される効果
調査研究を通じて
期待される効果

 事業実施期間：３年間

 事業実施期間：１年間

2019年度要求・要望額 30百万円
(前年度予算額 新規)
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幼稚園教育課程の理解の推進

背景 課題
○ 平成29年3月に新しい幼稚園教育要領が示され、平成30年4月から全面実施されている。
○ 各幼稚園において新幼稚園教育要領の正しい理解の下、適切な教育課程が編成・実施されるよう、研究協議会の開催や指導資料の作成を行い、
新幼稚園教育要領に基づく充実した教育活動の展開を促進する。

背景・目的

幼稚園教育理解推進事業 幼稚園教育要領の実施のための指導資料の作成

期待される成果
幼稚園教育要領の内容や、幼稚園教育要領に基づいた先進的な実践について理解することで、各幼稚園

における適切な教育課程の編成・実施が促進される。

各都道府県において行う幼稚園教育に関する専門的な研究協議等の成果を、中央協議
会において発表・共有することで、さらなる幼稚園教育の振興・充実を図る。

新しい幼稚園教育要領に基づく教育活動を着実に実施するため、その内容を踏まえた具体
的な教育課程の編成や指導の在り方等に関する指導資料を作成する。

都道府県協議会（教育委員会）
（新幼稚園教育要領に関する説明、専門的な研究協議等）

中央協議会（文部科学省）
（都道府県協議会の成果の発表、先進事例の発表等）

教育委員会指導主事、幼稚園園長等の参加

公立私立幼稚園教員、小学校教員等の参加

協議主題の提示
中央協議会への参加依頼 等

協議の成果報告
中央協議会への参加 等

○平成30年度
指導資料第３集「幼児理解と評価」について、幼稚園教育要領の改訂とそれに

伴う幼稚園幼児指導要録の改善を踏まえ、「幼稚園教育において育みたい資質・
能力」「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」などの内容を加筆し、改訂を行う。

○平成31年度（案）
新幼稚園教育要領に基づいた以下の内容の指導資料を作成する。
・特別な支援を要する幼児への指導の在り方について
・幼児理解と教材研究の在り方について

事業内容

2019年度要求・要望額 26百万円
(前年度予算額 26百万円)

OECD ECEC Network事業への参加

背景 課題
○ 平成27年4月より質の高い幼児期の教育の提供を基本理念とする「子ども・子育て支援新制度」が始まった

が、国際的にも幼児教育への関心が高まっている。現在、OECDにおいて、質の高い幼児教育を提供するため
の基礎データとなる国際比較調査事業等が計画されている。

○ これらの事業等への参加により、現在は収集されていない国際比較可能な幼児教育・保育施設の保育者の
活動実態に関するデータや、幼児教育の質の向上に関する各国の好事例など、質の高い幼児教育の提供に
向けた施策展開のための重要な基礎情報を得ることができる。

背景・目的

事業の主な概要

OECD国際幼児教育・保育従事者調査 (International ECEC Staff Survey） ※9カ国が参加中
勤務環境や研修などの保育者の資質・能力の向上に関する状況等を2018年に調査し、分析

結果を2019～2020年度にかけて公表予定。
幼児教育の多面的な質に関する調査研究（Quality beyond Regulations in ECEC）※参加国数未定
2019～2020年に各国における幼児教育の質向上に関する政策について調査し、幼児教育

の多面的な質に関する政策フレームワークを作成予定。

※ 拠出金については、文部科学省、厚生労働省、内閣府で按分して負担。
※ 国内における調査実施の事務的経費については国立教育政策研究所で負担。

下記の事業へ参加し、幼児教育の質向上のための施策立案に活かす。

両事業のデータをあわせて分析し、2021年度に最終報告書（幼児教育・保育白書第6巻）を公表予定。

園レベルで
の実態調査

行政レベル
での調査

2019年度要求・要望額 11百万円
(前年度予算額 7百万円)



私立幼稚園施設整備費補助金

事業概要
学校法人立幼稚園等の緊急の課題となっている耐震化のための耐震補強、耐震改築、非構造部材の耐震対

策、ブロック塀等の安全対策等の防災機能強化工事に要する経費とともに、防犯対策、アスベスト対策、バリアフリ
ー化やエコ改修等に要する経費の一部を補助することにより、幼稚園の環境整備を図る。

対象事業内容
1. 耐震補強工事 ・・・耐震補強、非構造部材の耐震対策、防災機能強化（ブロック塀等の安全対

策を含む）
2. 防犯対策工事 ・・・門・フェンス・防犯監視システム等の設置工事
3. 新築・増築・改築事業 ・・・新築、増築、耐震改築、その他危険建物の改築
4. アスベスト等対策工事 ・・・吹き付けアスベストの除去等
5. バリアフリー化工事 ・・・スロープの設置、障害者用トイレのバリアフリー化等
6. 屋外教育環境整備 ・・・アスレチック遊具、屋外ステージ等の整備
7. エコ改修事業 ・・・太陽光発電の設置、省エネ型設備の設置

補助率

【1/2以内】・・・地震による倒壊等の危険性が高い（※）施設の耐震補強工事、
耐震改築工事
※非木造：Is値0.3未満、木造：Iw値0.7未満

【1/3等以内】・・・上記以外

2019年度要求・要望額 2,500百万円
(前年度予算額 516百万円)

教育支援体制整備事業交付金

認定こども園等への財政支援

認定こども園整備

認定こども園施設整備交付金
20,000百万円（2,248百万円） 1,100百万円（1,100百万円）

幼稚園耐震化整備

○ 認定こども園の施設整備に要する費用の一部を補助
（新増改築、大規模改修等）

・幼保連携型認定こども園の教育を実施する部分
（いわゆる幼稚園部分）

・幼稚園型認定こども園の幼稚園部分
・保育所型認定こども園の幼稚園機能部分

○ 負担割合： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※ 年度内に自治体の定める認定基準を満たす必要がある。

既存の幼保連携型認定こども園の機能拡充も補助の対象。

○ 認定こども園への移行を予定する私立幼稚園について、園舎の耐震指標等の
状況に応じて実施する耐震化を支援。
（改築、増改築等）
・私立幼稚園の耐震化経費

○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２
※ 既に認定こども園に移行した場合を含む。

防犯対策整備
○ 幼稚園型認定こども園における門、フェンス、ブロック塀、防犯カメラ等の設置に要

する費用の一部を補助。
・幼稚園型認定こども園の防犯対策整備

○ 負担割合： 国１／２、市町村１／４、事業者１／４
※幼保連携型認定こども園、保育所型認定こども園における防犯対策

整備については、厚生労働省所管の保育所等整備交付金で対応。

保育教諭確保のための幼稚園教諭免許状取得支援事業
○ 幼稚園教諭免許状と保育士資格の併有の促進を支援するため、幼稚園教諭

免許状を取得等するための受講料、及び保育士資格を取得する幼稚園教諭の
代替に伴う雇上費を補助。

○ 負担割合： 国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

幼児教育の質の向上のための緊急環境整備
○ 施設における遊具・運動用具・教具・衛生用品等の整備費用を支援。
○ 負担割合： 認定こども園の場合・・・国１／２、事業者１／２

認定こども園等における教育の質の向上のための研修支援

認定こども園等への円滑な移行のための準備支援

園務改善のためのICT化支援

○ 認定こども園における質の向上に関する研修、幼稚園・保育所の教職員の合同
研修等の実施費用等を支援。

○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２
※ 都道府県や関係団体等が主催する研修が対象。

○ 認定こども園等に移行する幼稚園の準備に必要な経費を支援。
○ 負担割合： 国１／２、事業者１／２

○ 認定こども園等における園務を改善するため、園のICT化を促進し、
事務負担の大幅な軽減を図る。

○ 負担割合： 国３／４、事業者１／４

※平成30年度末までとしている「安心こども基金」の実施期限の延長についても要望

認定こども園の設置促進のため、認定こども園の施設整備・園舎の耐震化・防犯対策（ブロック塀含む）・バリアフリー化に要する経費の一部を補助すると
ともに、幼稚園教諭免許と保育士資格の併有促進、研修等の実施、園務改善のためのICT化等を支援し、子供を安心して育てることが出来る体制の整備
を促進する。

事業概要

2019年度要求・要望額 21,100百万円
(前年度予算額 3,348百万円)
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８．キャリア教育・職業教育の充実

(前 年 度 予 算 額 184百万円）

2019年度要求・要望額 538百万円

１．要 旨

「ニッポン一億総活躍プラン」や「教育再生実行会議」の提言等を踏まえ、小

学校からの起業体験や中学校の職場体験活動、高校におけるインターンシップ等

のキャリア教育を推進するとともに、専門高校においては、社会の第一線で活躍

できる専門的職業人を育成するための先進的な卓越した取組の実践研究を推進す

る。

２．内 容

（１）将来の在り方・生き方を主体的に考えられる若者を育むキャリア教育推進事業

24百万円( 27百万円)

①小学校における進路指導の在り方に関する調査研究

新学習指導要領において小学校段階からのキャリア教育（進路指導を含む）

が明確に位置付けられるとともに、中学校の入学者選抜が広がりを見せるなど

の状況を踏まえ、小学校での進路指導の在り方等について調査研究を実施する。

（2地域）

②小・中学校等における起業体験推進事業

児童生徒がチャレンジ精神や他者と協働しながら新しい価値を創造する力な

ど、これからの時代に求められる資質・能力の育成を目指した起業体験活動を

実施する。（11地域）

③キャリア教育推進連携シンポジウムの開催等

（２）地域を担う人材育成のためのキャリアプランニング推進事業

17百万円( 8百万円)

（学校を核とした地域力強化プランの一部）【総合教育政策局に計上】〔補助率１／３〕

「キャリアプランニングスーパーバイザー」を都道府県等に配置し、地元企

業等と連携した職場体験やインターンシップ及び地元への愛着を深めるキャリ

ア教育の推進等を通じ、地元に就職し地域を担う人材を育成する。(30人)

（３）スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール 97百万円(149百万円)

高度な知識・技能を身に付けた専門的職業人を育成するため、専攻科を含め

た５年一貫のカリキュラムの研究や大学・研究機関等との連携など先進的な卓

越した取組を行う専門高校を指定した実践研究を実施し、成果の普及を図ると

ともに、専門高校の魅力発信に関する調査研究を行う。

（４）地域との協働による高等学校教育改革推進事業【再掲】400百万円（新規）

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人材

の育成に向けた教育改革を推進するため、「経済財政運営と改革の基本方針2018」
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や「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自治体、高

等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等

の探究的な学びを実現する取組を推進することで、地域振興の核としての高等

学校の機能強化を図る。
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連
携
し
た
職
場
体
験
や
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
及
び
地
元
へ

の
愛
着
を
深
め
る
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
推
進
等
を
通
じ
、
地
元
に
就
職
し
地
域
を
担
う
人
材
を
育
成
す
る
。

【
補
助
対
象
：都
道
府
県
・市
区
町
村
（補
助
率

1
/3
）、
配
置
人
数
：
3
0
人
】

◆
子
供
と
社
会
の
架
け
橋
と
な
る
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
運
用

３
百
万
円
（
２
百
万
円
）

職
場
体
験
活
動
、
社
会
人
講
話
及
び
出
前
授
業
等
の
推
進
に
当
た
り
、
「学
校
側
が
望
む
支
援
」と
「地
元
企
業
や
地
域
社
会
が
提
供
で
き
る
支
援
」の

マ
ッ
チ
ン
グ
を
図
る
た
め
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
運
用
す
る
。

児
童
生
徒
一
人
一
人
の
社
会
的
・職
業
的
自
立
に
向
け
必
要
な
基
盤
と
な
る
能
力
や
態
度
を
育
成
す
る
た
め
、
学
校
が
地
域
や
産
業
界
等
と
連
携
し
た
小

学
校
か
ら
の
起
業
体
験
、
中
学
校
の
職
場
体
験
活
動
及
び
高
等
学
校
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
児
童
生
徒
が
主
体
的
に
進
路
を
選
択
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
キ
ャ
リ
ア
・パ
ス
ポ
ー
ト
等
の
教
材
を
活
用
し
つ
つ
、
体
系
的
な
キ
ャ
リ
ア
教
育
を
推
進
す
る
。

２
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
体
制
の
構
築

◆
キ
ャ
リ
ア
教
育
推
進
連
携
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
、
連
携
表
彰
等
の
実
施

キ
ャ
リ
ア
教
育
の
意
義
の
普
及
・啓
発
と
推
進
に
資
す
る
た
め
、
学
校
、
地
域
・社
会
及
び
産
業
界
等
の
関
係
者
が
一
堂
に
会
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
、

文
科
省
・経
産
省
・厚
労
省
の
共
催
で
開
催
す
る
と
と
も
に
、
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
充
実
・発
展
に
優
れ
た
取
組
を
実
施
し
て
い
る
団
体
等
を
表
彰
す
る
。

１
．
キ
ャ
リ
ア
教
育
の
普
及
・
啓
発

１
百
万
円
（
１
百
万
円
）

４
０
百
万
円
（３
４
百
万
円
）

事
業
目
的

取
組
内
容

※
各
事
項
の
予
算
額
の
千
円
未
満
は
端
数
処
理
し
て
い
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
足
し
合
わ
せ
た
額
と
合
計
の
額
は
一
致
し
な
い
。
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ス
ー
パ
ー
・プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル

20
19
年
度
要
求
・要
望
額
97
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

14
9百
万
円
)

社
会
の
変
化
や
産
業
の
動
向
等
に
対
応
した
、高
度
な
知
識
・技
能
を身
に
付
け
、社
会
の
第
一
線
で
活
躍
で
きる
専
門
的
職
業
人
を育
成
す
る
た
め
、

先
進
的
な
卓
越
した
取
組
を行
う専
門
高
校
（
専
攻
科
を含
む
）
に
お
い
て
、実
践
研
究
を行
う。

（
１
）
「ス
ー
パ
ー
・プ
ロ
フェ
ッシ
ョナ
ル
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
」の
継
続
指
定

指
導
・助
言
等

・特
色
あ
る
カリ
キ
ュラ
ム

（
実
験
・実
習
、起
業
家
教
育
等
）

・技
術
開
発
研
究
の
推
進

・高
度
な
技
術
・技
能
の
習
得
、高
度
資
格
へ
の
挑
戦

・他
学
科
との
連
携
な
ど

専
門
高
校

大
学
・高
専
・研
究
機
関
等

・生
徒
を
対
象
とし
た
講
座
の
実
施

・最
先
端
の
研
究
指
導

な
ど

管
理
機
関

（
教
育
委
員
会
、学
校
法
人
、国
立
大
学
法
人
）

専
門
高
校
（
専
攻
科
）

・特
色
あ
る
カリ
キ
ュラ
ム

（
実
験
・実
習
、起
業
家
教
育
等
）

・高
度
な
技
術
・技
能
の
習
得

・高
度
資
格
へ
の
挑
戦
な
ど

専
門
高
校
（
本
科
）

学
校
の
指
定
（
指
定
期
間
3年
（
最
大
5年
）
）

指
導
・助
言
・評
価

５
年
一
貫

３
年

成
果
の
普
及

連
携
・協
力

地
域
の
他
の
専
門
高
校

ス
ー
パ
ー
・プ
ロフ
ェッ
シ
ョナ
ル
・ハ
イス
クー
ル

（
農
業
・工
業
・商
業
・水
産
・家
庭
・看
護
・情
報
・福
祉
）

企
業
等

・熟
練
技
能
者
に
よ
る
実
践
的
な
技
術

指
導

・長
期
の
就
業
実
習

・共
同
商
品
開
発

・外
部
人
材
の
積
極
的
な
活
用
な
ど

５
年
一
貫
の

教
育

連 携 ・ 協 力

連 携 ・ 協 力

文
部
科
学
省

・我
が
国
の
産
業
の
発
展
の
た
め
、社
会
の
第
一
線
で
活
躍
で
き
る
専
門
的
職
業
人
の
育
成

・成
果
モ
デ
ル
を
全
国
に
普
及
し、
専
門
高
校
全
体
の
活
性
化
を
推
進

HA
CC
Pの
実
践
や
認
証
の
取
得
の
先
進
事
例
に
関
す
る
調
査
研
究
を
行
い
、そ
の
成
果
を
広
く全
国
に
発
信
す
る
こと
で
、農
業
高
校
及
び
水
産
高
校
に
お
け
る

HA
CC
P認
証
の
取
得
等
を促
進
し、
専
門
高
校
の
魅
力
を向
上
させ
る
。

（
２
）
専
門
高
校
の
魅
力
発
信
に
関
す
る
調
査
研
究

先
進
的
な
卓
越
した
取
組
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地
域
との
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

【
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
】

〈
専
門
学
科
中
心
1
0
校
程
度
〉

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
実
践

的
な
職
業
教
育
を
推
進
し
、
地
域
に
求
め
ら
れ
る
人

材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
の
特
産
物
の
付
加
価
値
を
高
め
安
定
的
な
食
料
生
産

に
よ
り
地
域
の
発
展
を
担
う
人
材
を
育
成

・
も
の
づ
く
り
に
関
す
る
専
門
的
な
技
術
を
身
に
付
け
、
地

場
産
業
を
支
え
る
人
材
を
育
成
な
ど

標
準
ス
キ
ー
ム
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
の
実
情
や
人
材
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
取
組
を
展
開

(新
規
)

20
19
年
度
要
求
・要
望
額
40
0百
万
円

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
、
S
o
ci
e
ty
5
.0
を
地
域
か
ら
分
厚
く
支
え
る
人
材
の
育
成
に
向
け
た
教
育
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
8
」
や
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針
2
0
1
8
」
に
基
づ
き
、
高
等
学
校
が
自
治
体
、
高

等
教
育
機
関
、
産
業
界
等
と
協
働
し
て
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築
し
、
地
域
課
題
の
解
決
等
の
探
究
的
な
学
び
を
実
現
す
る
取
組
を
推
進
す
る

こ
と
で
、
地
域
振
興
の
核
と
し
て
の
高
等
学
校
の
機
能
強
化
を
図
る
。

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

小
中
学
校
等

高
等
学
校

地
域

高
等
学
校

✔
地
域
に
お
け
る
活
動
を
通
じ
た
探
究
的
な
学
び
の

実
現
（
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
）

✔
学
校
の
中
だ
け
で
は
で
き
な
い
多
様
な
社
会
体
験

・
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
活
動
を
学
校
の
活

動
と
し
て
明
確
化

・
専
門
人
材
の
配
置
等
、
学
内
に
お
け
る
実
施

体
制
を
構
築

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

✔
高
校
生
の
う
ち
に
地
元
地
域
を
知
る
こ
と
に
よ
り
、

地
元
へ
の
定
着
や
Ｕ
タ
ー
ン
が
促
進
さ
れ
る

✔
地
域
の
活
動
に
高
校
生
が
参
画
す
る
こ
と
に
よ
り
、

地
域
活
力
の
向
上
へ
貢
献

・
将
来
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
求
め
る
人
材
像
の

共
有
や
協
働
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

・
学
校
と
地
域
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
を
指
定

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

【
地
域
魅
力
化
型
】

〈
普
通
科
中
心
2
0
校
程
度
〉

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
を
各
教

科
・
科
目
や
学
校
設
定
科
目
等
に
お
い
て
体
系

的
に
実
施
す
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築

し
、
地
域
な
ら
で
は
の
新
し
い
価
値
を
創
造
す

る
人
材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
と
の
連
携
に
係
る
教
科
横
断
的
な
単
位
を
設
定

・
衰
退
し
つ
つ
あ
る
地
域
の
振
興
方
策
を
地
域
と
の
連

携
に
よ
り
研
究
・
実
践
な
ど

【
グ
ロ
ー
カ
ル
型
】

〈
学
科
共
通
2
0
校
程
度
〉

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

を
支
え
る
地
域
の
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
。

～
特
徴
・
取
組
例
～

•
グ
ロー
バ
ル
な
社
会
課
題
研
究
の
カリ
キ
ュラ
ム
研
究
開
発

•
海
外
研
修
等
を
カリ
キ
ュラ
ム
の
中
に
体
系
的
に
位
置
づ
け

•
海
外
か
らの
留
学
生
を受
け
入
れ
る
な
ど外
国
人
生
徒
と一
緒

に
授
業
・探
究
活
動
等
を
履
修

•
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
能
力
を
重
視
した
外
国
語
（
複
数
外
国
語

含
む
）
の
先
進
的
な
授
業
を
実
践
な
ど

市
町
村

（
首
長
・
教
育
委
員
会
等
）
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９．学校健康教育の推進

（前 年 度 予 算 額 223百万円）

2 0 1 9年度要求・要望額 235百万円

１．要 旨

児童生徒が生涯にわたって健康で安全に生活できるよう、がん教育をはじめとす

る学校保健、学校を核として家庭を巻き込んだ食育の推進を図る。

２．内 容

（１）学校保健推進事業 104百万円（ 99百万円）

・がん教育総合支援事業 39百万円（ 33百万円）

新学習指導要領等に対応したがん教育の取組を推進するため、全国でのがん教

育の実施状況を踏まえ、それぞれの地域の実情に応じた取組を支援するとともに、

先進事例の普及・啓発を図る。

（２）学校給食・食育総合推進事業 131百万円（124百万円）

・つながる食育推進事業 66百万円（ 51百万円）

栄養教諭を中核として家庭を巻き込んだ取組を推進し、子供の日常生活の基盤

である家庭における食に関する理解を深めることにより、子供の食に関する自己

管理能力の育成を目指す。

また、家庭、地域、生産者等と連携した食育を教科等横断的な視点をもって推

進し、栄養教諭を中核とした全校体制による指導・評価方法の開発を行うととも

に、栄養教諭間の連携強化、研修を行うことにより、栄養教諭の実践的な指導力

の向上を目指す。

≪関連施策≫

・学校安全推進事業

・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業
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（
前
年
度
予
算
額

XX
百
万
円
)

XX
年
度
予
定
額

XX
百

万
円

背
景

平
成
28
年
12
月
に
改
正
され
た
が
ん
対
策
基
本
法
第
23
条
で
は
、「
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、

国
民
が
、が
ん
に
関
す
る
知
識
及
び
が
ん
患
者
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
こと
が
で
き
る
よ
う、
学
校
教

育
及
び
社
会
教
育
に
お
け
る
が
ん
に
関
す
る
教
育
の
推
進
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
とす

る
。」
とい
うよ
うに
、が
ん
教
育
の
文
言
が
新
た
に
記
載
され
た
。

平
成
29
年
度
か
ら平
成
34
年
度
ま
で
の
6年
間
を
対
象
とし
た
第
三
期
が
ん
対
策
推
進
基
本
計
画

で
は
、が
ん
教
育
に
つ
い
て
、「
国
は
、全
国
の
実
施
状
況
を
把
握
した
上
で
、地
域
の
実
情
に
応
じた

外
部
講
師
の
活
用
体
制
を
整
備
し、
が
ん
教
育
の
充
実
に
努
め
る
。」
こと
が
目
標
とさ
れ
て
い
る
。

平
成
29
年
3月
に
小
学
校
及
び
中
学
校
、平
成
30
年
3月
に
高
等
学
校
の
学
習
指
導
要
領
が
そ

れ
ぞ
れ
改
訂
され
、中
学
校
及
び
高
等
学
校
に
お
い
て
は
、が
ん
に
つ
い
て
も
取
り扱
うこ
とを
新
た
に

明
記
され
、移
行
期
間
中
に
新
学
習
指
導
要
領
の
対
応
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。 課
題
解
決
の
た
め
の
事
業
概
要

が
ん
教
育
総
合
支
援
事
業

課
題

①
教
員
の
が
ん
に
つ
い
て
の
知
識
・理
解
が
不
十
分

健
康
に
つ
い
て
は
、子
供
の
頃
か
ら教
育
す
る
こと
が
重
要
で
あ
り、
学
校
で
も
健
康
の
保
持
増
進

と疾
病
の
予
防
とい
う観
点
か
らが
ん
教
育
に
取
り組
ん
で
い
る
が
、教
員
の
が
ん
に
関
す
る
知
識
が

不
十
分
で
あ
る
こと
や
外
部
講
師
が
学
校
で
指
導
す
る
際
の
留
意
点
等
の
認
識
が
不
十
分
で
あ
る
。

②
が
ん
教
育
の
全
国
へ
の
普
及
・啓
発
が
必
要

が
ん
教
育
に
対
して
地
域
に
よ
り温
度
差
が
あ
る
た
め
、全
国
で
実
施
す
る
新
学
習
指
導
要
領
に

対
応
した
が
ん
教
育
の
指
導
内
容
を
充
実
させ
、全
国
へ
の
普
及
・啓
発
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
が
ん
教
育
の
実
施

本
事
業
に
よ
り、
が
ん
に
対
す
る
正
しい
知
識
、が
ん
患
者
へ
の
正
しい
理
解
及
び
命
の
大
切
さ
に
対
す
る
認
識
の
深
化
を
図
る
。

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
が
ん
教
育
の
確
実
な
実
施
に
向
け
た
、取
組
の
充
実
を
促
す
。

外
部
講
師
の
積
極
的
な
活
用
を
図
る
た
め
体
制
を
整
備
す
る
。

成
果

③
外
部
講
師
の
活
用
体
制
の
一
層
の
充
実
が
必
要

が
ん
教
育
に
お
け
る
外
部
講
師
の
活
用
状
況
が
十
分
とは
言
え
ず
、学
校
が
外
部
講
師
を
活
用

す
る
た
め
の
体
制
を
充
実
させ
る
必
要
が
あ
る
。

20
19
年
度
要
求
・要
望
額

39
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

33
百
万
円
)

教
員
・外
部
講
師
に
対
す
る
実
践
的
な
が
ん
教
育
研
修
会
の
実
施

公
立
以
外
の
国
・私
立
学
校
も
対
象
とし
た
が
ん
教
育
シ
ン
ポ
ジ
ウム
の
開
催

新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
が
ん
教
育
の
普
及
・啓
発

新
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
た
が
ん
教
育
に
つ
い
て
、教
員
や
外

部
講
師
の
質
の
向
上
を
図
る
とと
も
に
、各
都
道
府
県
で
行
って
い

る
先
進
事
例
の
紹
介
等
を
行
い
、全
国
へ
の
普
及
・啓
発
を
図
る
。

［
８
箇
所
］

相
互
に
連
携

継
続

拡
充

教
育
委
員
会
等
に
よる
が
ん
教
育
に
関
す
る
教
材
の
作
成
・配
布

学
校
医
、が
ん
専
門
医
、が
ん
経
験
者
等
の
外
部
講
師
に
よる
が
ん
教
育
の
実
施

都
道
府
県
等
で
外
部
講
師
名
簿
作
成
等
、活
用
体
制
の
整
備
【新
規
】［
12
箇
所
］

地
域
の
実
情
に
応
じた
が
ん
教
育
の
実
施

全
国
で
の
が
ん
教
育
の
実
施
状
況
調
査
の
結
果
を
踏
ま
え
、新

学
習
指
導
要
領
及
び
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に
応
じ
た
、が
ん

教
育
の
取
組
を
支
援
す
る
。
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食
育
に
つ
い
て
は
、こ
れ
ま
で
学
校
を中
心
とし
た
多
様
な
取
組
に
よる
成
果
が
見
られ
た
もの
の
、食
を取
り巻
く環
境
が
大
きく
変
化
す
る
中
、児
童
生
徒
の
食
に
関
す
る
課
題
を
解
決
す
る
に

は
、学
校
に
お
け
る
取
組
だ
け
で
は
限
界
が
あ
り、
家
庭
を
巻
き
込
ん
だ
取
組
が
必
要
で
あ
る。

現
状
と課
題

①
栄
養
教
諭
を
中
核
とし
た
関
係
者
の
連
携
に
よ
る家
庭
へ
の
ア
プロ
ー
チ
手
法
の
開
発
や
、望
まし
い
食
生
活
へ
の
理
解
促
進
を目
的
とし
た
親
子
に
よ
る
体
験
活
動
等
の
実
施
な
ど、
学
校
を核

とし
て
家
庭
を
巻
き
込
ん
だ
取
組
を
推
進
し、
子
供
の
日
常
生
活
の
基
盤
で
あ
る
家
庭
に
お
け
る
食
に
関
す
る理
解
を
深
め
る
こと
に
より
、子
供
の
食
に
関
す
る自
己
管
理
能
力
の
育
成
を目
指
す
。

②
学
校
に
お
い
て
、家
庭
、地
域
、生
産
者
等
と連
携
した
食
育
を教
科
等
横
断
的
な
視
点
をも
って
推
進
し、
栄
養
教
諭
を
中
核
とし
た
全
校
体
制
に
よる
指
導
・評
価
方
法
の
開
発
を行
うと
と

も
に
、栄
養
教
諭
間
の
連
携
強
化
、研
修
を
行
うこ
とに
よ
り、
栄
養
教
諭
の
実
践
的
な
指
導
力
の
向
上
を
目
指
す
。

あ
わ
せ
て
、新
しい
学
習
指
導
要
領
に
基
づ
き
食
育
を推
進
す
る
た
め
、給
食
の
時
間
や
各
教
科
等
の
中
で
活
用
で
きる
よ
う食
育
を体
系
的
に
ま
とめ
た
中
学
生
向
け
の
教
材
の
作
成
を行
う。

児
童
生
徒
や
保
護
者
の
変
化
に
係
る
指
標
をあ
らか
じめ
設
定

・朝
食
摂
取
、共
食
、栄
養
バ
ラン
ス
を
考
え
た
食
事
、

ゆ
っく
りよ
く噛
ん
で
食
べ
る
こと
や
食
事
マ
ナ
ー
に
対
す
る
意
識
の
向
上
及
び
実
践
、

伝
統
的
な
食
文
化
や
行
事
食
の
学
び
、食
事
の
際
の
衛
生
的
な
行
動

栄
養
教
諭
の
実
践
的
な
指
導
力
向
上
の
取
組
の
推
進

・モ
デ
ル
地
域
の
栄
養
教
諭
間
の
連
携
強
化
、研
修
の
実
施

事
業
終
了
後
に
全
国
の
取
組
の
効
果
を検
証

・各
モ
デ
ル
地
域
の
取
組
を
共
通
指
標
等
を
基
に
取
りま
とめ

実
効
性
の
あ
る
取
組
を全
国
へ
普
及

・報
告
書
の
作
成
、Ｈ
Ｐ
で
の
公
表
、事
例
発
表
会
・会
議
等
で
の
周
知

教
材
作
成
に
より
、食
に
関
す
る
指
導
を充
実

・栄
養
教
諭
を
中
核
とし
た
食
に
関
す
る
実
践
的
な
指
導
の
普
及
・充
実

関
係
者
の
連
携
に
よ
る
家
庭
へ
の
ア
プロ
ー
チ

手
法
の
開
発

望
ま
しい
食
生
活
へ
の
理
解
促
進
を目
的
とし

た
親
子
に
よ
る
体
験
活
動
等
の
実
施

児
童
生
徒
の

食
に
関
す
る
自
己
管
理
能
力

の
育
成

つ
な
が
る
食
育
推
進
事
業

事
業
概
要

つ
な
が
る

つ
な
が
る

取
組
の
実
施
・検
証
（
各
モデ
ル
地
域
）

保
護
者

校
長
等

栄
養
教
諭

養
護
教
諭

学
級
担
任

つ
な
が
る

他
校
・近
隣
市
区

町
村
の
栄
養
教
諭

生
産
者
・

関
係
団
体
等

農
林
・

保
健
部
局
等

家
庭

学
校

つ
な
が
る

栄
養
教
諭
を
中
核
とし
た
全
校
体
制

に
よ
る
指
導
・評
価
方
法
の
開
発

栄
養
教
諭
の

実
践
的
な
指
導
力

の
向
上

栄
養
教
諭
間
の
連
携
強
化
（
新
規
採
用
や

任
用
換
え
の
栄
養
教
諭
へ
の
支
援
）

中
核
とな
った
栄
養
教
諭
や
実
践
事
例
の

研
修
（
校
内
・地
域
）
で
の
活
用

事
業
イメ
ー
ジ
（
各
モデ
ル
地
域
）

効
果
検
証
・普
及
（
文
部
科
学
省
）

20
19
年
度
要
求
・要
望
額

66
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

51
百
万
円
)
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１０．少子化に対応した活力ある学校教育の推進

(前 年 度 予 算 額 2,421百万円）
2019年度要求・要望額 2,425百万円

１．要 旨

現下の少子化・人口減少社会を踏まえ、地域の実情に応じて、少子化に対

応した活力ある学校教育を推進するため、学校統合を契機とした魅力ある学

校づくりや小規模校における教育環境の充実を図る。

２．内 容

（１）少子化・人口減少社会に対応した活力ある学校教育推進事業

39百万円（35百万円）

①広域の教育行政を担う各都道府県において、域内の教育の充実発展に責

任を持つ立場から、学校の小規模化について市町村のニーズや実情を踏まえ

た適切な指導・助言・援助の在り方を調査研究するとともに、②市町村にお

ける、統合による魅力ある学校づくりや、統合困難な地域における教育環境

の充実の取組モデルを創出するなどして、活力ある学校づくりを推進する。

（２）へき地児童生徒援助費等補助金

2,313百万円（2,313百万円）

・へき地教育振興法に基づき、離島や中山間地域に所在する学校の教育

の振興を図るため、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通

学費支援について補助を行う。

・学校統廃合に伴い遠距離通学となる児童生徒の通学条件を緩和するた

め、地方公共団体が実施するスクールバス購入費や通学費支援につい

て補助を行う。

（３）高等学校における次世代の学習ニーズを踏まえた指導の充実事業

73百万円（74百万円）

高等学校において、地理的要因等にとらわれず多様かつ高度な教育を可能

とする遠隔教育の導入をはじめとした教育改革の優良事例の普及を図るとと

もに、新高等学校学習指導要領の実施を見据えつつ、定時制・通信制課程の

特性を活かした効果的な学習プログラムのモデルを構築し、普及を図る。

また、定時制・通信制課程において、特別な支援を要する生徒、外国人生
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徒、経済的な困難を抱える生徒や非行・犯罪歴を有する生徒等の学習ニーズ

に応じた指導方法等を確立し、普及を図る。

≪関連施策≫

・教職員定数の増（統合校・小規模校への支援 ＋75人）

・学校施設整備（公立小中学校の統合校舎等の新増築事業、学校統合に伴う既

存施設の改修事業等）
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少
子
化
・人
口
減
少
社
会
に
対
応
した
活
力
あ
る
学
校
教
育
推
進
事
業

20
19
年
度
要
求
・要
望
額
39
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

35
百
万
円
)

背
景

課
題

○
人
口
規
模
及
び
構
成
の
推
移
を
み
る
と、
20
17
年
に
1,
55
9万
人
で
あ
った

年
少
(0
～
14
歳
)人
口
は
、2
02
5年
に
は
1,
40
7万
人
を割
り、
20
35
年
に

は
1,
24
6万
人
の
規
模
に
な
る
も
の
と推
計
され
て
い
る。

○
少
子
化
等
の
更
な
る
進
展
に
よ
る学
校
の
小
規
模
化
に
伴
い
、児
童
生
徒
が

集
団
の
中
で
切
磋
琢
磨
しな
が
ら学
ん
だ
り、
社
会
性
を
高
め
た
りす
る
こと
が
難

しく
な
る
こと
や
新
学
習
指
導
要
領
を
効
果
的
に
実
施
す
る
上
で
課
題
の
顕
在

化
。

背
景
説
明

都
道
府
県
等
の
支
援
を
通
じて
、設
置
者
で
あ
る
各
市
町
村
が

学
校
の
小
規
模
化
に
伴
う諸
課
題
に
正
面
か
ら向
き合
い
、保

護
者
や
地
域
住
民
とと
も
に
課
題
を
共
有
した
上
で
、そ
れ
ぞ
れ

の
地
域
で
多
様
な
人
々
との
協
働
が
可
能
な
活
力
あ
る
学
校

づ
くり
を
推
進
す
る
。

目
的
・目
標

「都
道
府
県
の
指
導
・助
言
・援
助
の
在
り方
」を
調
査
研
究

「取
組
モ
デ
ル
創
出
」の
た
め
の
調
査
研
究

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

約
２
１
百
万
円
（
１
か
所
あ
た
り
約
８
８
万
円
）

●
広
域
の
教
育
行
政
を
担
う
各
都
道
府
県
に
お
い
て
、
域
内
の
教
育

の
充
実
発
展
に
責
任
を
持
つ
立
場
か
ら
、
学
校
の
小
規
模
化
に
つ
い

て
市
町
村
の
ニ
ー
ズ
や
実
情
を
踏
ま
え
た
適
切
な
指
導
・
助
言
・
援
助

を
行
う
。
【
新
規
】

（
研
究
内
容
）

・
基
準
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
、
手
引
等
の
策
定

・
情
報
提
供
機
能
の
強
化
・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
へ
の
支
援

・
教
職
員
研
修
の
充
実
な
ど

約
１
６
百
万
円
（
１
か
所
あ
た
り
約
１
２
４
～
２
４
２
万
円
）

●
市
町
村
に
お
け
る
、
統
合
に
よ
る
魅
力
あ
る
学
校
づ
く
り
や
、
統
合

困
難
な
地
域
に
お
け
る
教
育
環
境
の
充
実
の
取
組
モ
デ
ル
を
創
出
す

る
。
ま
た
、
国
が
取
組
モ
デ
ル
を
分
析
し
、
事
例
報
告
会
等
の
開
催
を

通
じ
て
好
事
例
を
全
国
に
普
及
す
る
。

（
研
究
内
容
）

・
統
合
に
よ
り
生
じ
る
課
題
へ
の
対
抗
方
策

・
小
規
模
校
の
メ
リ
ッ
ト
最
大
化
と
デ
メ
リ
ッ
ト
最
小
化
方
策
な
ど

課
題
の
あ
る
市
町
村
全
体
か
ら
、
上
記
「課
題
は
あ
る
が
現
時
点
で
検
討
の
予
定
は
立
っ
て
い
な
い
」
42
％
を
除
い
た
も
の
。

◆
学
校
の
小
規
模
化
に
つ
い
て
対
策
の
検
討
に
着
手
し
て
い
る
自
治
体
の
割
合

＜
経
済
・財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
（K

PI
）＞

２０
１８
（
平
成
30
）
年
度

２/
３

２０
２０
（
平
成
32
）
年
度

１０
０
％

２０
１６
（
平
成
２８
）
年
度

５８
％
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へ
き
地
児
童
生
徒
援
助
費
等
補
助
金

20
19
年
度
要
求
・要
望
額

2,
31
3百

万
円

(前
年
度
予
算
額

2,
31
3百

万
円
)

Ⅰ
趣
旨

交
通
条
件
及
び
自
然
的
、
経
済
的
、
文
化
的
諸
条
件
に
恵
ま
れ
な
い
山
間
地
、
離
島
等
に
所
在
す
る
公
立
学
校
（
へ
き
地
学
校
等
）
の
教
育
の
振
興
を
図
る
た
め
、
へ
き
地
教
育
振
興
法
等
に
基
づ

い
て
所
要
の
措
置
を
講
じ
る
。

Ⅱ
補
助
内
容 高
校
未
設
置
離
島
の
高
校
生
を
対
象
に
、
教
育
費
負
担
が
重
く
な
っ
て
い
る
通
学
費
、
居
住
費
に
要
す
る
経
費
を
支
援
す
る
都
道
府
県
又
は
市
町
村
に
対
す
る
補
助

被
災
地
通
学
用
バ
ス
等
購
入
費
補
助

（
復
興
特
別
会
計
）
3
1
百
万
円
（
3
4
百
万
円
）

東
日
本
大
震
災
の
被
災
地
で
通
学
が
困
難
に
な
っ
て
い
る
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
又
は
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト
を
購
入
す
る
事
業
に
対
す
る
補
助

補
助
率
：
１
/
２

補
助
事
業
者
：
都
道
府
県
・
市
町
村

へ
き
地
、
学
校
統
合
、
過
疎
地
域
等
の
小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
児
童
生
徒
の
通
学
条
件
の
緩
和
を
図
る
た
め
に
都
道
府
県
又
は
市
町
村
が
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト
等
を
購
入
す

る
事
業
に
対
す
る
補
助

ア
遠
距
離
通
学
費

1,
28

7百
万
円
（

1,
28

7百
万
円
）

学
校
統
廃
合
に
係
る
小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
遠
距
離
通
学
の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助
。
ま
た
、
激
甚
災
害
に
よ

る
校
舎
の
破
損
等
に
よ
り
、
通
学
が
困
難
と
な
っ
た
小
・
中
学
校
又
は
義
務
教
育
学
校
の
児
童
生
徒
の
通
学
に
要
す
る
交
通
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
又
は
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

イ
寄
宿
舎
居
住
費

33
百
万
円
（

33
百
万
円
）

小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
に
設
置
す
る
寄
宿
舎
に
入
居
し
て
い
る
へ
き
地
学
校
等
の
児
童
生
徒
の
保
護
者
が
負
担
す
る
こ
と
と
な
る
寄
宿
舎
居
住
に
要
す
る
経
費
を
免
除
す
る

都
道
府
県
又
は
市
町
村
の
事
業
に
対
す
る
補
助

ウ
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費

11
7百
万
円
（

11
7百
万
円
）

高
度
へ
き
地
学
校
（
３
級
～
５
級
）
の
児
童
生
徒
に
係
る
小
・
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校
の
修
学
旅
行
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
、
交
通
費
、
宿
泊
費
を
負
担
す
る
都
道
府
県
又
は
市
町

村
に
対
す
る
補
助

（
１
）
ス
ク
ー
ル
バ
ス
・
ボ
ー
ト
等
購
入
費

５
９
７
百
万
円
（
５
９
７
百
万
円
）

（
２
）
遠
距
離
通
学
費
等

１
，
４
３
７
百
万
円
（
１
，
４
３
７
百
万
円
）

（
４
）
離
島
高
校
生
修
学
支
援
事
業

２
３
４
百
万
円
（
２
３
４
百
万
円
）

へ
き
地
学
校
に
お
け
る
児
童
生
徒
の
健
康
管
理
の
適
正
な
実
施
を
図
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
健
康
診
断
等
や
学
校
環
境
衛
生
の
維
持
改
善
等
の
た
め
の
必
要
な
検
査
を
行
う
た
め
の

医
師
、
歯
科
医
師
及
び
薬
剤
師
の
派
遣
や
心
電
図
検
診
の
実
施
を
円
滑
に
行
う
た
め
に
必
要
な
経
費
に
対
す
る
補
助

（
３
）
保
健
管
理
費

４
５
百
万
円
（
４
５
百
万
円
）

１
／
２
（
高
度
へ
き
地
修
学
旅
行
費
で
過
去
３
ヵ
年
の
財
政
力
指
数

0.
4未
満
の
市
町
村
は
２
／
３
、
保
健
管
理
費
の
心
電
図
検
診
の
実
施
に
必
要
な
経
費
に
つ
い
て
は
１
／
３
）

Ⅲ
補
助
率

Ⅳ
補
助
事
業
者

都
道
府
県
・
市
町
村
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◆
概
要
◆

高
等
学
校
に
お
い
て
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず
多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔
教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教

育
改
革
の
優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見
据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
普
及
を
図
る
。

ま
た
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な
支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済
的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・犯

罪
歴
を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
の
確
立
・
普
及

遠
隔
教
育
等
の
教
育
改
革

の
優
良
事
例
の
普
及

定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
け
る

新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応

定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な

支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済

的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・
犯
罪
歴

を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

「
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
」
に

基
づ
き
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず

多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔

教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教
育
改
革
の

優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
。

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見

据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

モ
デ
ル
を
構
築
し
普
及
を
図
る
。

新
学
習
指
導
要
領
を
見
据
え
た

効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

モ
デ
ル
構
築

IC
Tを
活
用
し
た

遠
隔
教
育
等

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
を
有
す
る
生
徒

全
国
へ
の
普
及

専
門
的
な
支
援

高
等
学
校
に
お
け
る
次
世
代
の
学
習
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
指
導
の
充
実
事
業

20
19
年
度
要
求
・要
望
額
73
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

74
百
万
円
）
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１２．学校をプラットフォームとした総合的な子供の貧困

対策の推進

(前 年 度 予 算 額 2,205百万円）

2019年度要求・要望額 2,730百万円

１．要 旨

家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意欲と能力のある全ての子供が質の高い教

育を受け、能力・可能性を最大限伸ばしてそれぞれの夢に挑戦できるようにする

ことは、一人一人の豊かな人生の実現に加え、今後の我が国の成長・発展にもつ

ながるものである。

「子供の貧困対策に関する大綱」を踏まえ、学校を子供の貧困対策のプラット

フォームと位置付け、総合的な子供の貧困対策を推進するとともに、教育の機会

均等を保障するため、教育費負担の軽減を実施する。

２．内 容

（１）教育相談の充実

○スクールソーシャルワーカーの配置拡充【再掲】1,978百万円（1,484百万円）

〔補助率１／３〕〔補助事業者：都道府県・政令指定都市・中核市〕

・スクールソーシャルワーカーの配置の増（7,500人→10,000人）

・高等学校のための配置（47人）

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人→1,500人）

・スーパーバイザー（47人）の配置 等

［目標］ 平成31年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区(約１万人)に配置

H31：10,000人（ H30：7,500人） （ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）
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（２）高校生等の就職・就学支援等

○高等学校における次世代の学習ニーズを踏まえた指導の充実事業

73百万円（74百万円）

〔委託費〕〔委託事業者：都道府県、学校法人、民間企業等〕

高等学校において、地理的要因等にとらわれず多様かつ高度な教育を可能と

する遠隔教育の導入をはじめとした教育改革の優良事例の普及を図るとともに、

新高等学校学習指導要領の実施を見据えつつ、定時制・通信制課程の特性を活

かした効果的な学習プログラムのモデルを構築し、普及を図る。

また、定時制・通信制課程において、特別な支援を要する生徒、外国人

生徒、経済的な困難を抱える生徒や非行・犯罪歴を有する生徒等の学習ニ

ーズに応じた指導方法等を確立し、普及を図る。

（３）要保護児童生徒援助費補助 679百万円（ 647百万円）

〔補助率１／２〕〔補助事業者：都道府県・市町村〕

要保護児童生徒の保護者に対して学用品費、修学旅行費、学校給食費等の就学

援助を実施する。また、一億総活躍社会の実現に向けて、制服代やランドセル代

を支援する「新入学児童生徒学用品費等」や「修学旅行費」の単価の引き上げ、「卒

業アルバム代等」の費目新設を行い、就学援助の着実な取組を支援する。

※上記のほか、被災児童生徒就学支援等事業（大規模災害等対応分）を実施

630百万円（274百万円）

〔補助率２／３〕〔補助事業者：都道府県〕

熊本地震などの大規模災害で被災し、経済的に就学が困難な幼児児童生徒の就

学機会を確保するため、幼稚園児への就園支援、小中学生に対する学用品費等の

援助、高校生に対する奨学金支給、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就

学奨励、私立学校及び専修学校・各種学校の授業料減免などを実施する。

≪関連施策≫

・教職員定数の改善（貧困等に起因する学力課題の解消 500人）

・高等学校等就学支援金交付金等

・高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）

・幼児教育無償化の実施

・特別支援教育就学奨励費負担等

・地域学校協働活動推進事業

78



（参考：復興特別会計）

◇被災児童生徒就学支援等事業 4,431百万円（5,217百万円）

〔補助事業者：都道府県〕

東日本大震災で被災し、経済的に就学が困難な幼児児童生徒の就学機会を確保す

るため、幼稚園児への就園支援、小中学生に対する学用品費等の援助、高校生に対

する奨学金支給、特別支援学校等に在籍する児童生徒等への就学奨励、私立学校及

び専修学校・各種学校の授業料減免などを実施する。
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③
貧
困
・虐

待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
５
０
０
校
（
1
,0
0
0
校
）

④
不
登
校
支
援
の
た
め
の
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

２
５
０
箇
所
（
2
5
0
箇
所
）

①
小
中
学
校
の
た
め
の
配
置

１
０
，
０
０
０
人
（７
，
５
０
０
人
）

②
貧
困
・虐

待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
５
０
０
人
（１
，
０
０
０
人
）

③
高
等
学
校
の
た
め
の
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

④
質
向
上
の
た
め
の
Ｓ
Ｖ
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

＜
家
庭
＞

＜
教
育
委
員
会
等
＞

＜
福
祉
関
連
機
関
＞

[目
標
]平
成
31
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
て
の
中
学
校
区

（
約
１
万
人
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・
多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

平
成

3
1
年
度
概
算
要
求
額

4
,8
7
3
百
万
円

（
平
成

3
0
年
度
予
算
額
4
,5
6
9
百
万
円
）補

助
率
：１

/
3

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

平
成

3
1
年
度
概
算
要
求
額

1
,9
7
8
百
万
円

（
平
成

3
0
年
度
予
算
額
1
,4
8
4
百
万
円
）補

助
率
：１

/
3

連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じ
た
質
向
上
の
取
組

※
支
援
が
必
要
な
学
校
に
弾
力
的
に
派
遣
で
き
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

①
全
公
立
小
学
校
に
対
す
る
配
置
１
７
，
５
０
０
校
（１
６
，
７
０
０
校
）

②
全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
１
０
，
０
０
０
校
（１
０
，
０
０
０
校
）

[目
標
]平
成
3
1年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校

(2
7
,5
0
0
校
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

平
成

3
1
年
度

:2
7

,5
0

0
校

平
成

3
1
年
度

:1
0

,0
0

0
人

※
（

）
は
前
年
度

＜
学
校
・
教
職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識
及

び
経
験
を
有
す
る
者

（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：
福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と
も

に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会
福

祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実
2
0
1
9
年
度
要
求
・要

望
額
6
,8
5
1
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
6
,0
5
3
百
万
円
)
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◆
概
要
◆

高
等
学
校
に
お
い
て
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず
多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔
教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教

育
改
革
の
優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
と
と
も
に
、
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見
据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
普
及
を
図
る
。

ま
た
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な
支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済
的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・犯

罪
歴
を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
の
確
立
・
普
及

遠
隔
教
育
等
の
教
育
改
革

の
優
良
事
例
の
普
及

定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
け
る

新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応

定
時
制
・
通
信
制
課
程
に
お
い
て
、
特
別
な

支
援
を
要
す
る
生
徒
、
外
国
人
生
徒
、
経
済

的
な
困
難
を
抱
え
る
生
徒
や
非
行
・
犯
罪
歴

を
有
す
る
生
徒
等
の
学
習
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た

指
導
方
法
等
を
確
立
し
、
普
及
を
図
る
。

「
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
」
に

基
づ
き
、
地
理
的
要
因
等
に
と
ら
わ
れ
ず

多
様
か
つ
高
度
な
教
育
を
可
能
と
す
る
遠
隔

教
育
の
導
入
を
は
じ
め
と
し
た
教
育
改
革
の

優
良
事
例
の
普
及
を
図
る
。

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
の
実
施
を
見

据
え
つ
つ
、
定
時
制
・
通
信
制
課
程
の
特
性

を
活
か
し
た
効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

モ
デ
ル
を
構
築
し
普
及
を
図
る
。

新
学
習
指
導
要
領
を
見
据
え
た

効
果
的
な
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム
の

モ
デ
ル
構
築

IC
Tを
活
用
し
た

遠
隔
教
育
等

多
様
な
学
習
ニ
ー
ズ
を
有
す
る
生
徒

全
国
へ
の
普
及

専
門
的
な
支
援

高
等
学
校
に
お
け
る
次
世
代
の
学
習
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
指
導
の
充
実
事
業

20
19
年
度
要
求
・要
望
額
73
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

74
百
万
円
）
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要
保
護
児
童
生
徒
援
助
費
補
助
金

○
経
済
的
理
由
に
よ
って
、就
学
困
難
と認
め
られ
る

学
齢
児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
して
必
要
な
支
援

を
行
い
、義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容

○
学
校
教
育
法
に
お
い
て
、「
経
済
的
理
由
に
よっ
て
、就
学
困
難
と認
め
られ
る
学
齢

児
童
生
徒
の
保
護
者
に
対
して
は
、市
町
村
は
、必
要
な
援
助
を
与
え
な
け
れ
ば
な

らな
い
。」
とさ
れ
て
お
り、
ま
た
、就
学
援
助
法
等
に
お
い
て
、国
は
市
町
村
に
対
して

必
要
な
援
助
を
行
うこ
とと
され
て
い
る
。

背
景
説
明

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

子
供
た
ち
の
将
来
が
その
生
ま
れ
育
った
家
庭
の
環
境
に
よ
って
左
右
され
る
こと
の
な
い
社
会
の
実
現

◆
補
助
対
象
費
目
：
学
用
品
費
、体
育
実
技
用
具
費
、新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
、通
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、校
外
活
動
費
、

医
療
費
、学
校
給
食
費
、ク
ラブ
活
動
費
、生
徒
会
費
、Ｐ
Ｔ
Ａ
会
費

◆
国
庫
補
助
率

：
1／
2（
予
算
の
範
囲
内
）

◆
平
成
31
年
度
概
算
要
求
事
項

・「
新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学
校
：
40
,6
00
円
→
63
,1
00
円
（
＋
22
,5
00
円
）
中
学
校
：
47
,4
00
円
→
79
,5
00
円
（
＋
32
,1
00
円
）

・「
修
学
旅
行
費
」の
単
価
引
き
上
げ

小
学
校
：
21
,4
90
円
→
22
,3
00
円
（
＋
81
0円
）

中
学
校
：
57
,5
90
円
→
59
,8
00
円
（
＋
2,
21
0円
）

・「
卒
業
ア
ル
バ
ム
代
等
」を
補
助
対
象
費
目
に
追
加
（
新
設
）

小
学
校
：
10
,8
00
円

中
学
校
：

8,
64
0円

市
町
村
の
行
う就
学
援
助
の
うち
、生
活
保
護
法
に
規
定
す
る「
要
保
護
者
」へ
の
援
助
に
対
して
、国
は
、義
務
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
資
す
る
よう
、「
就
学
困
難
な
児
童
及
び

生
徒
に
係
る
就
学
奨
励
に
つ
い
て
の
国
の
援
助
に
関
す
る
法
律
」
（
就
学
援
助
法
）
「学
校
保
健
安
全
法
」「
学
校
給
食
法
」等
に
基
づ
い
て
必
要
な
援
助
を実
施
。

【準
要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】

要
保
護
者
に
準
ず
る
程
度
に
困
窮
して
い
る
と市
町
村
教
育
委
員
会
が
認
め
る
「準
要
保
護
者
」へ
の
就
学
援
助
事
業
に
つ
い
て
は
、三
位
一
体
改
革
に
よ
り、
平
成
17
年
度

か
ら国
の
補
助
を
廃
止
し、
税
源
移
譲
・地
方
財
政
措
置
を
行
い
、各
市
町
村
が
単
独
で
事
業
を行
って
い
る
。

【要
保
護
者
へ
の
就
学
援
助
】

※
平
成
29
年
度
か
らは
、入
学
す
る
年
度
の
開
始
前
に
支
給
した
「新
入
学
児
童
生
徒
学
用
品
費
等
」に
つ
い
て
も
国
庫
補
助
対
象
とで
き
る
よ
う要
綱
を改
正
済
み
。

文
部
科
学
省
とし
て
は
、自
治
体
に
対
して
この
入
学
前
支
給
の
導
入
を通
知
等
で
積
極
的
に
促
して
い
る
。

20
19
年
度
要
求
・要
望
額

６
.８
億
円

(前
年
度
予
算
額

６
.５
億
円
)
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目
的
・目
標

事
業
内
容

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
大
規
模
災
害
等
）

○
大
規
模
災
害
等
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
困
難
とな
った
幼
児

児
童
生
徒
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よう
、家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を

図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

○
本
事
業
は
、平
成
28
年
熊
本
地
震
を
発
端
とし
て
同
年
度
か
ら実
施
。

背
景
説
明

○
大
規
模
災
害
等
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒
に
対
して
、都
道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負
担
を
考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
一
部
（
2/
3）
を
国
庫
で
支
援
す
る
。

○
平
成
31
年
度
か
らは
、従
来
の
熊
本
地
震
へ
の
対
応
に
加
え
、新
た
に
平
成
30
年
7月
豪
雨
へ
の
対
応
分
も
計
上
。

・
平
成
28
年
熊
本
地
震
対
応
分
（
3.
2億
円
）
【継
続
】

・
平
成
30
年
７
月
豪
雨
対
応
分
※
（
3.
1億
円
）
【新
規
】

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

被
災
した
子
供
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
教
育
環
境
の
確
保

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り幼
稚
園
等
へ
の
就
園
支
援
が
必
要
とな
った
世
帯
の
幼
児

（
震
災
に
よ
り所
得
階
層
区
分
が
変
更
とな
った
世
帯
の
幼
児
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
市
町
村
に
お
い
て
行
う幼
稚
園
就
園
奨
励
事
業
等

（
対
象
経
費
）
保
育
料
、入
園
料

【幼
稚
園
等
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う就
学
援
助
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
、医
療
費
等

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よる
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

【小
・中
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨
学
金
事
業

【高
等
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
等
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

【私
立
高
等
学
校
等
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
震
災
に
よ
り支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就
学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
等

【特
別
支
援
学
校
等
（
幼
・小
・中
・高
）
】

20
19
年
度
要
求
・要
望
額

6.
3億
円

(前
年
度
予
算
額

2.
7億
円
)

【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り職
業
技
術
の
教
育
等
を
目
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、専
門
課
程
：
修
業
年
限
1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、各
種
学
校
：
原
則
修
業
年
限
2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

に
対
して
、都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施

す
る
こと
で
、教
育
機
会
を
確
保
す
る
。

※
平
成
30
年
度
に
お
い
て
も
、自
治
体
か
らの
被
災
状
況
を
踏
ま
え
た
要
望
が
あ
り次
第
、必
要
な
支
援
を
実
施
。
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○
被
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒
に
対
して
、

都
道
府
県
等
が
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
こと
で
、教
育

機
会
を
確
保
す
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容

被
災
児
童
生
徒
就
学
支
援
等
事
業
（
東
日
本
大
震
災
）

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
困
難
とな
った
幼
児

児
童
生
徒
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
よう
、家
庭
の
教
育
負
担
の
軽
減
を

図
る
こと
が
喫
緊
の
課
題
。

背
景
説
明

○
東
日
本
大
震
災
に
よ
り被
災
し、
経
済
的
理
由
か
ら就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒
に
対
して
、都
道
府
県
等
が
以
下
の
就
学
支
援
等
を
実
施
す
る
場
合
、

被
災
に
よ
る
支
援
対
象
者
数
の
増
加
に
伴
う負
担
を
考
慮
し、
交
付
金
とし
て
経
費
の
全
額
（
10
/1
0）
を
国
庫
で
支
援
（
一
部
を
除
く。
）
す
る
。

20
19
年
度
要
求
・要
望
額
４
４
億
円

(前
年
度
予
算

５
２
億
円
)

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り幼
稚
園
等
へ
の
就
園
支
援
が
必
要
とな
った
世
帯
の
幼
児

（
震
災
に
よ
り所
得
階
層
区
分
が
変
更
とな
った
世
帯
の
幼
児
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う幼
稚
園
就
園
奨
励
事
業
等

（
対
象
経
費
）
保
育
料
、入
園
料

【幼
稚
園
等
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
市
町
村
等
に
お
い
て
行
う就
学
援
助
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、学
校
給
食
費
、医
療
費
等

※
通
学
費
に
は
、ス
クー
ル
バ
ス
の
運
行
に
よる
通
学
手
段
の
確
保
に
係
る
経
費
を
含
む

【小
・中
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
に
お
い
て
行
う奨
学
金
事
業

【高
等
学
校
】

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
等
が
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

【私
立
学
校
】

【特
別
支
援
学
校
等
（
幼
・小
・中
・高
）
】

【専
修
学
校
・各
種
学
校
】

【東
日
本
大
震
災

復
興
特
別
会
計
】

成
果
、事
業
を
実
施
して
、期
待
さ
れ
る
効
果

被
災
した
子
供
が
安
心
して
学
ぶ
こと
が
で
き
る
教
育
環
境
の
確
保

（
対
象
者
）
震
災
に
よ
り職
業
技
術
の
教
育
等
を
目
的
とす
る
学
校
へ
の
就
学
が
困
難
とな
った
生
徒

・専
修
学
校
高
等
課
程
、専
門
課
程
：
修
業
年
限
1年
以
上

・専
修
学
校
一
般
課
程
、各
種
学
校
：
原
則
修
業
年
限
2年
以
上

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う授
業
料
等
減
免
事
業

※
専
修
学
校
専
門
課
程
及
び
一
般
課
程
並
び
に
各
種
学
校
に
つ
い
て
は
学
校
が
実
施
した
減
免
額

の
2/
3が
上
限

（
対
象
者
）

震
災
に
よ
り就
学
困
難
とな
った
幼
児
児
童
生
徒

（
震
災
に
よ
り支
弁
区
分
が
変
更
とな
った
者
も
含
む
）

（
対
象
事
業
）
都
道
府
県
等
に
お
い
て
行
う就
学
奨
励
事
業

（
対
象
費
目
）
学
用
品
費
、通
学
費
、修
学
旅
行
費
、

学
校
給
食
費
等

＜
現
状
＞

○
本
事
業
の
支
援
者
数
は
、発
災
直
後
に
は
約
６
万
８
千
人
（
うち
、被
災
３
県
は
約
５
万
４
千
人
）
で
あ
った
が
、被
災
地
の
復
興
に
伴
い
、支
援
者
数
は
減
少
。

○
平
成
２
９
年
度
に
は
発
災
直
後
の
半
数
以
下
ま
で
減
少
した
が
、い
ま
だ
約
２
万
９
千
人
（
うち
、被
災
３
県
は
約
２
万
６
千
人
）
が
支
援
対
象
とな
って
い
る
。
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１３．私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関する

実証事業

（前 年 度 予 算 額 １，１９４百万円)

2019年度要求・要望額 １，１９４百万円

１．要 旨
私立小中学校等に通う児童生徒への経済的支援に関し、年収４００万円未満の世帯に

属する児童生徒について、授業料負担の軽減を行いつつ、義務教育において私立学校を

選択している理由や家庭の経済状況などについて実態把握のための調査を行う。（平成

２９～３３年度の５年間実施）

２．内 容

【支給対象学校種】

私立の小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、

特別支援学校（小学部、中学部）

【支給額】

最大で１０万円（年額）
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私
立
小
中
学
校
等
に
通
う
児
童
生
徒
へ
の
経
済
的
支
援
に
関
す
る
実
証
事
業

2
0
1
9
年
度
要
求
・
要
望
額
1
2
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1
2
億
円
）

○
私
立
小
中
学
校
等
に
通
う児
童
生
徒
へ
の
経
済
的
支
援
に
関
し、

年
収
４
０
０
万
円
未
満
の
世
帯
に
属
す
る
児
童
生
徒
に
つ
い
て
、

授
業
料
負
担
の
軽
減
を
行
い
つ
つ
、義
務
教
育
に
お
い
て
私
立
学
校
を

選
択
して
い
る
理
由
や
家
庭
の
経
済
状
況
な
どに
つ
い
て
実
態
把
握
の

た
め
の
調
査
を
行
う。

目
的
・目
標

○
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、能
力
が
あ
る
に
も
関
わ
らず
、経
済
的
理
由
に
よ
って
修
学
が

困
難
な
者
に
対
して
奨
学
の
措
置
を講
じな
け
れ
ば
な
らな
い
。(
教
育
基
本
法
)

○
私
立
学
校
も
「公
の
性
質
」を
有
す
る
学
校
とし
て
、公
立
学
校
とと
も
に
義
務
教
育
制
度
の

一
翼
を
担
って
い
る
。

○
私
立
小
学
校
の
授
業
料
平
均
は
約
４
３
万
円
、私
立
中
学
校
の
授
業
料
平
均
は
約
４
１

万
円
で
あ
り、
家
庭
の
経
済
的
負
担
が
大
き
い
。

（
教
育
基
本
法
、学
校
教
育
法
に
よ
り、
国
立
又
は
公
立
の
小
中
学
校
は
無
償
。）

背
景
説
明

成
果
、事
業
を
実
施
し
て
、

期
待
さ
れ
る
効
果

私
立
小
中
学
校
等
を
希
望
した
理
由
や
家
庭
の
経
済
状
況
な
どに
つ
い
て
調
査
結
果
に
基
づ
く分
析
を
行
うこ
とで
、効
果
的
な
経
済
的
支

援
に
関
す
る
検
討
が
可
能
とな
る
。

事
業
内
容 文
部
科
学
省

都
道
府
県

学
校
法
人

（
私
立
学
校
）

１
０

４
０

＜
年
収
：
万
円
＞

40
0

最
大
で
１
０
万
円

（
年
額
）

＜
支
給
額
：
万
円
＞

授
業
料

減
免

生
活
保
護
世
帯

授
業
料
減
免

家
計
急
変

世
帯

・
支
援
金
を
代
理
受
領

（
授
業
料
債
権
と
相
殺
）

・
調
査
票
等
の
集
約

【
全
学
年
で
実
施
】

○
個
々
の
家
庭
の
事
情
を
丁
寧
に
踏
ま
え
、
予
算
の
範
囲
内
で
真
に
支
援
が
必
要
な

児
童
・
生
徒
へ
措
置
。

※
私
学
助
成
（
授
業
料
減
免
事
業
等
支
援
特
別
経
費
）

生
活
保
護
世
帯
や
家
計
の
急
変
に
よ
る
経
済
的
理
由
か
ら
就
学
が
困
難
と
な
っ
た

児
童
生
徒
に
対
す
る
授
業
料
減
免
措
置

申 請 児
童
生
徒

（
保
護
者
）

実
態
把
握

調
査
結
果
に
基
づ
き
分
析

支
援
対
象
の
世
帯
の
現
状
分
析

経
済
的
支
援
に
よ
る
効
果
測
定

私
立
学
校
を
志
望
し
た
理
由
の
分
析

効
果
的
な
経
済
的
支
援
に

関
す
る
検
討

調
査
結
果
等
の
提
出

調
査
に
よ
る
基
礎
デ
ー
タ
の
収
集

デ
ー
タ
集
約

・
授
業
料
支
援
の
申
請

・
調
査
票
等
の
提
出

◆
様
々
な
事
情
か
ら
私
立
小
中
学
校
等
に
進
学
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
経
済
的
に
は
厳
し
い
世
帯
（
年
収
約
4
0
0
万
円
未
満
）
を
い
か
に
支
援
で
き
る
か
と
い
う
観
点
か
ら
、

支
援
対
象
世
帯
の
経
済
状
況
や
私
立
小
中
学
校
等
を
選
択
し
た
理
由
な
ど
を
把
握
す
る
た
め
の
5
年
間
の
実
証
事
業
。
【
実
施
期
間
】
2
0
1
7
年
度
～
2
0
2
1
年
度
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１４．高校生等への修学支援

（前 年 度 予 算 額 ３８４，１１４百万円)

2019年度要求・要望額 ３８５，６６３百万円

１．要 旨
全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料に充

てるため高等学校等就学支援金を支給するとともに、低所得世帯に対しては、授業料以

外の教育費について、各都道府県が実施する高校生等奨学給付金事業を支援することで、

家庭の教育費負担の軽減を図る。

２．内 容
（１）高等学校等就学支援金交付金等 371,091百万円（370,835百万円）

① 高等学校等就学支援金交付金 368,601百万円（367,812百万円）

【支給額】

○ 高等学校等に在学する者に対して年額118,800円を支給（学校設置者が代理受領）。

○ 保護者等の年収が910万円以上程度（道府県民税所得割額と市町村民税所得割額の

合算額 507,000円以上）世帯の者に対しては、就学支援金を支給しない。

○ 私立高等学校等に在学する生徒については、所得に応じて、支給金額を1.5～2.5

倍した額を上限として支給する。

年収270万円未満程度〔非課税(＊)〕 297,000円（2.5倍）

年収270～350万円未満程度〔85,500円未満(＊)〕 237,600円（2.0倍）

年収350～590万円未満程度〔257,500円未満(＊)〕 178,200円（1.5倍）

〔＊道府県民税所得割額と市町村民税所得割額の合算額〕

【※年収は両親と子供2人世帯の場合の目安】

【対象学校種】

国公私立の高等学校、中等教育学校（後期課程）、特別支援学校（高等部）、高等専門

学校（1～3学年）、専修学校高等課程、専修学校一般課程及び各種学校のうち国家資格

者養成課程（中学校卒業者を入所資格とするもの）、各種学校のうち告示指定を受けた

外国人学校、海上技術学校

② 高等学校等就学支援金事務費交付金 2,476百万円（3,008百万円）

高等学校等就学支援金に関する事務の円滑な実施に資することを目的として、都道

府県に交付。

③ 公立高等学校授業料不徴収交付金（旧制度） 13百万円（15百万円）
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（２）高校生等奨学給付金 14,572百万円（13,279百万円）

【支給対象】

○ 生活保護受給世帯、非課税世帯

○ 保護者、親権者等が当該都道府県内に住所を有していること。

○ 高校生等が高等学校等就学支援金の支給対象となっている高等学校等（高等学校、

中等教育学校（後期課程）、高等専門学校（１～３学年）、専修学校（高等課程）等）

に在学し、且つ、高等学校等就学支援金を受ける資格を有していること（特別支援

学校高等部の生徒を除く）。

【給付額】

非課税世帯【全日制等】（第１子）の給付額の増額により、低所得世帯の更なる教育費

負担の軽減を図る。（学びの基礎診断受検の負担増等への対応。）

○生活保護受給世帯【全日制等・通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 32,300円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 52,600円

○非課税世帯【全日制等】（第１子単価）

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 80,800円 → 90,300円（＋9,500円）

・私立の高等学校等に在学する者 年額 89,000円 → 98,500円（＋9,500円）

○非課税世帯【全日制等】（第２子単価）

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 129,700円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 138,000円

○非課税世帯【通信制】

・国公立の高等学校等に在学する者 年額 36,500円

・私立の高等学校等に在学する者 年額 38,100円
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校
生
等
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修
学
支
援

20
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年
度
要
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望
額

３
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５
７
億
円

(前
年
度
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３
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○
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授
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付
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図
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目
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○
家
庭
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受
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れ
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３
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付
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付
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／
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５
歳
以
上
２
３
歳
未
満
の
兄
弟
姉
妹
が
い
る
場
合
は

給
付
額
を
増
額
。

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
等
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収
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３
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る
も
の
）
を
置
くも
の
、各

種
学
校
の
うち
告
示
指
定
を
受
け
た
外
国
人
学
校
、海
上
技
術
学
校
。
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．
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．
５
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収
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４
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0
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0
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0
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.5倍

私
立
高
校
等
の
み
加
算2
倍

高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
（
年
額
：
1
1
8
,8
0
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収
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１５．Society5.0に向けた人材育成

(前 年 度 予 算 額 －百万円）

20 1 9年度要求・要望額 1,317百万円

１．要 旨
「Society 5.0に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」(平成30年6

月5日)において取りまとめた３つの方向性(①「公正に個別最適化された学び」を
実現する多様な学習の機会と場の提供、②基礎的読解力、数学的思考力などの基
盤的な学力や情報活用能力をすべての児童生徒が習得、③文理分断からの脱却)に
基づき、Society5.0という新たな時代に向けた具体的施策を展開する。

２．内 容
◆学校における未来型教育テクノロジーの効果的な活用に向けた開発・実証
推進事業 700百万円(新規)
「公正に個別最適化された学び」等の実現に向け、学校現場と企業等との

協働により、学校教育において効果的に活用できる未来型教育テクノロジー
の開発・実証を行う。

◆先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究 50百万円(新規)
Society5.0時代の先端技術の活用を通じて、園内環境や幼児行動、教師の

働きかけ等を総合的・多角的に捕捉・可視化し、幼児の豊かな行動を引き出
す環境の構築や教師による適切な指導を支援するための取組を推進する。

◆WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業
167百万円(新規)

これまでのスーパーグローバルハイスクール(ＳＧＨ)などの取組の実績を
活用し、高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等が共同し、高校生へ
より高度な学びを提供する仕組みを構築するとともに、テーマ等を通じた高
校生国際会議等の開催や高等学校のアドバンスト・ラーニングネットワーク
の形成により、WWL(ワールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアムにおける
拠点校を目指した取組を実施。 (拠点校数：10校程度)

◆地域との協働による高等学校教育改革推進事業 400百万円(新規)
新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人

材の育成に向けた教育改革を推進するため、「経済財政運営と改革の基本方針
2018」や「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自
治体、高等教育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課
題の解決等の探究的な学びを実現する取組を推進することで、地域振興の核
としての高等学校の機能強化を図る。
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学
校
に
お
け
る
未
来
型
教
育
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
効
果
的
な
活
用
に
向
け
た
開
発
・
実
証
推
進
事
業

【
事
業
期
間
】

原
則
4
年

【
対
象
校
種
】

小
学
校
、
中
学
校
、
高
等
学
校
、
特
別
支
援
学
校
等

【主
な
経
費
】

✓
学
校
現
場
と
企
業
等
の
協
働
に
よ
る
、
学
校
教
育
の
質
の
向
上
に
向
け
た
未
来
型
教
育
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
効
果
的
な
活
用
の

在
り
方
に
係
る
開
発
・実

証
等
に
要
す
る
経
費
（
先
端
技
術
自
体
の
開
発
で
は
な
く、
学
校
に
お
け
る
実
装
に
必
要
な
経
費
を
想
定
）

✓
実
証
に
係
る
先
端
技
術
の
適
用
・利

用
に
係
る
経
費

✓
実
証
に
必
要
な
追
加
的
な
イ
ン
フ
ラ
活
用
等
に
要
す
る
経
費

2
0
1
9
年
度
要
求
・要

望
額

７
０
０
百
万
円

【新
規
】

•
S
o
c
ie
ty
5
.0
の
時
代
に
お
い
て
、
人
間
と
し
て
の
強
み
を
発
揮
し
て
い
く
た
め
に
は
、

全
て
の
子
供
た
ち
が
、
基
礎
的
読
解
力
や
数
学
的
思
考
力
な
ど
基
盤
的
な
力
を

確
実
に
習
得
す
る
こ
と
が
重
要
。

•
そ
の
際
、
学
校
に
お
い
て
A
I
等
の
先
端
技
術
を
利
用
し
た
未
来
型
教
育
テ
ク
ノ
ロ

ジ
ー
（
い
わ
ゆ
る
「
E
d
T
e
c
h
」
を
含
む
）
を
効
果
的
に
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、
全

て
の
子
供
た
ち
に
対
し
、
一
人
一
人
の
進
度
や
能
力
、
関
心
に
応
じ
て
最
適
化
さ

れ
た
学
び
（
「公
正
に
個
別
最
適
化
さ
れ
た
学
び
」）
を
提
供
で
き
る
可
能
性
。

•
し
か
し
な
が
ら
、
学
校
に
お
け
る
「
E
d
T
e
c
h
」
等
の
未
来
型
教
育
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
導

入
に
際
し
て
は
、
教
育
委
員
会
や
学
校
現
場
に
お
け
る
知
見
等
が
十
分
で
な
く
、

期
待
で
き
る
効
果
や
生
じ
る
負
担
が
予
見
で
き
な
い
中
、
先
導
し
て
取
り
組
み
に
く

い
等
の
課
題
が
あ
る
。

背
景
・
課
題

•
学
校
現
場
と
企
業
等
と
の
協
働
に
よ
り
、
学
校
教
育
に

お
い
て
効
果
的
に
活
用
で
き
る
未
来
型
教
育
テ
ク
ノ

ロ
ジ
ー
を
開
発
・
実
証
。

•
そ
の
際
、
提
案
者
(学

校
設
置
者
)
の
創
意
工
夫
の
幅

を
保
ち
つ
つ
、
広
く
現
場
の
ニ
ー
ズ
・
課
題
を
反
映
し
た

開
発
・
実
証
と
な
る
よ
う
、
文
部
科
学
省
が
「
戦
略
的

開
発
・
実
証
領
域
」
を
設
定
。

•
事
業
成
果
を
全
国
へ
普
及
・
展
開
す
る
こ
と
に
よ
り
、

「
公
正
に
個
別
最
適
化
さ
れ
た
学
び
」
等
を
広
く
実
現

し
、
学
校
教
育
の
質
の
向
上
に
つ
な
が
る
。

目
的
・
手
法

事
業
概
要

「
戦
略
的
開
発
・
実
証
領
域
」
（
仮
）

１
．
一
人
一
人
の
能
力
や
適
性
、
学
習
状
況
（
ス
タ
デ
ィ
・
ロ
グ
）
に
応
じ
た
学
び
の
個
別
最
適
化

２
．
支
援
が
必
要
な
児
童
生
徒
の
早
期
発
見
、
支
援
の
個
別
最
適
化

３
．
教
員
の
指
導
力
の
分
析
に
よ
る
教
員
の
資
質
能
力
の
向
上

４
．
児
童
生
徒
の
学
習
デ
ー
タ
等
の
蓄
積
・活

用
に
よ
る
、
教
職
員
・
保
護
者
の
負
担
軽
減
や
教
育
施
策
の
改
善
・
充
実
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先
端
技
術
を
活
用
し
た
幼
児
教
育
分
野
の
実
証
研
究

背
景

課
題

○
幼
児
期
の
教
育
に
お
い
て
は
、
幼
児
の
自
発
的
な
活
動
と
し
て
の
遊
び
を
中
心
と
し
た
生
活
を
通
し
て
、
一
人
一
人
に
応
じ
た
総
合
的
な
指

導
が
行
わ
れ
、
教
師
は
そ
れ
ぞ
れ
の
発
達
段
階
に
応
じ
、
自
発
的
な
遊
び
を
生
み
出
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

○
一
方
、
そ
の
特
性
ゆ
え
に
、
幼
児
行
動
や
教
師
の
指
導
の
効
果
等
が
把
握
し
づ
ら
い
と
い
う
こ
と
が
課
題
と
さ
れ
て
い
る
。

「S
o
c
ie

ty
 5

.0
に
向
け
た
人
材
育
成
（
平
成

3
0
年
６
月
５
日

S
o
c
ie

ty
 5

.0
に
向
け
た
人
材
育
成
に
係
る
大
臣
懇
談
会

新
た
な
時
代
を
豊
か
に
生
き
る
力
の
育
成

に
関
す
る
省
内
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
）
」
幼
児
教
育
関
連
部
分
の
ポ
イ
ン
ト

○
S

o
c
ie

ty
5

.0
時
代
の
先
端
技
術
の
活
用
な
ど
を
通
じ
て
、
園
内
環
境
や
幼
児
行
動
、
教
員
の
働
き
か
け
等
を
総
合
的
・
多
角
的
に
捕
捉

し
、
経
験
則
と
し
て
継
承
・
蓄
積
さ
れ
て
き
た
指
導
技
術
を
可
視
化
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
幼
児
の
豊
か
な
行
動
を
引
き
出
す
環
境
の
構
築
や
教

師
に
よ
る
適
切
な
指
導
を
支
援
し
、
ま
た
そ
の
業
務
の
負
担
軽
減
を
図
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。

事
業
内
容

幼
児
教
育
現
場
に
お
け
る

S
o
c
ie

ty
5

.0
時
代
の

先
端
技
術
の
活
用
可
能

性
の
例

■
実
装
段
階
の
先
端
技
術
を
、
下
記
の
観
点
か
ら
幼
児
教
育
現
場
で
活
用
す
る
実
証
研
究
を
行
う
。

（
１
）
教
師
支
援
や
園
内
環
境
改
善
の
観
点
か
ら
、
セ
ン
シ
ン
グ
技
術
や
A
I、
Io
T
等
を
活
用
し
、
優
れ
た
教
師
の
持
つ
手
法
の
見
え
る
化
や

若
手
教
師
と
の
円
滑
な
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
等
を
促
進
す
る
。

（
２
）
幼
児
教
育
に
お
け
る
情
報
機
器
の
活
用
の
在
り
方
に
つ
い
て
研
究
協
力
園
と
共
に
調
査
研
究
を
行
い
、
幼
児
の
発
達
を
支
援
す
る
た
め

の
効
果
的
な
活
用
方
策
や
、
教
師
同
士
の
情
報
共
有
等
に
効
果
的
な
活
用
方
策
を
示
す
。

■
委
託
先
：
大
学
等

・
教
職
員
の
専
門
性
向
上

・
園
の
環
境
整
備

・
保
育
記
録
の
共
有
・
質
の
向
上

・
保
育
記
録
デ
ー
タ
の
研
修
教
材
へ
の
活
用

・
安
全
管
理

・
教
職
員
の
事
務
的
負
担
軽
減

・
指
導
の
充
実

•
空
気
、
騒
音
、
照
度
な
ど
の
環
境
セ
ン
シ
ン
グ
に

よ
る
保
育
環
境
の
測
定

•
Io
T
カ
メ
ラ
に
よ
る
保
育
者
や
子
供
の
行
動
解
析

•
顔
認
証
技
術
を
活
用
し
た
個
々
の
子
供
の
活
動
記

録
の
自
動
抽
出
に
よ
る
保
育
記
録
の
作
成

•
ウ
ェ
ア
ラ
ブ
ル
型
の
動
画
カ
メ
ラ
に
よ
る
遊
び
中

の
社
会
性
の
計
測

2
0
1
9
年
度
要
求
・
要
望
額

5
0
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

新
規
)
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高
等
学
校
が
自
治
体
、
高
等
教
育
機
関
、
産
業
界
等
と
協
働
し
て
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築
し
、
地
域
課
題
の
解
決
等
の
探
究
的

な
学
び
を
実
現
す
る
取
組
を
推
進
す
る
こ
と
で
、
地
域
振
興
の
核
と
し
て
の
高
等
学
校
の
機
能
強
化
を
図
る
。

✔
指
定
校
数
：

5
0
校
程
度
（

1
校

6
百
万
～

1
0
百
万
程
度
）

S
o
c
ie
ty
5
.0
に
向
け
た
高
等
学
校
改
革
パ
ッ
ケ
ー
ジ


国
際
化
を
進
め
る
国
内
の
大
学
の

ほ
か
、
企
業
、
国
際
機
関
等
と
連

携
し
て
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題

を
発
見
・
解
決
し
、
様
々
な
国
際
舞

台
で
活
躍
で
き
る
人
材
の
育
成
に

取
り
組
む
高
等
学
校
等
を
指
定
し
、

質
の
高
い
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発
・実

践
す
る
。

<
Ｈ

3
1
年
度
：

6
7
校

(継
続
指
定

)>

ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル

5
0
6
百
万
円
（
8
4
3
百
万
円
）


社
会
の
変
化
や
産
業
の
動
向
等
に

対
応
し
た
高
度
な
知
識
・
技
能
を

身
に
付
け
、
社
会
の
第
一
線
で
活

躍
で
き
る
専
門
的
職
業
人
を
育
成

す
る
た
め
、
先
進
的
な
卓
越
し
た
取

組
を
行
う
専
門
高
校
（
専
攻
科
を

含
む
）
を
指
定
し
、
実
践
研
究
を

行
う
。

<
Ｈ

3
1
年
度
：

2
0
校

(継
続
指
定

)>

ス
ー
パ
ー
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル ハ
イ
ス
ク
ー
ル

9
7
百
万
円
（
1
4
9
百
万
円
）


将
来
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
を
担
う
科
学
技
術
人

材
を
育
成
す
る
た
め
、
教
育
課
程
等
の
改
善
に
関
す

る
研
究
開
発
を
含
め
た
先
進
的
な
理
数
系
教
育
を

実
施
し
て
い
る
高
等
学
校
を

S
S
H
に
指
定
し
支
援
。

✔
指
定
校
数
：

H
3
1
年
度
新
規
指
定

5
0
校
程
度

ス
ー
パ
ー
サ
イ
エ
ン
ス
ハ
イ
ス
ク
ー
ル

※
継
続

2
,3
0
9
百
万
円
（
2
,2
1
9
百
万
円
）

※
運
営
費
交
付
金
中
の
推
計
額

W
W
L
（
ワ
ー
ル
ド
・
ワ
イ
ド
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構
築
支
援
事
業

1
6
7
百
万
円
（
新
規
）


将
来
、
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
な
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
高
等
学
校
等

と
国
内
外
の
大
学
、
企
業
、
国
際
機
関
等
が
共
同
し
、
高
校
生
へ
よ
り
高
度

な
学
び
を
提
供
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
と
と
も
に
、
テ
ー
マ
等
を
通
じ
た
高
校

生
国
際
会
議
の
開
催
等
や
高
等
学
校
の
ア
ド
バ
ン
ス
ト
・ラ
ー
ニ
ン
グ
・ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
の
形
成
に
よ
り
、
W

W
L
（
ワ
ー
ル
ド
・ワ
イ
ド
・ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア

ム
に
お
け
る
拠
点
校
を
目
指
す
。

✔
指
定
校
数
：

1
0
校
程
度
（

1
5
百
万
円
程
度

/年
・
校
、
お
よ
び
幹
事
校

1
校
程
度
）

地
域
と
の
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

4
0
0
百
万
円
（
新
規
）

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

小
中
学
校
等

高
等
学
校

地
域

市
町
村

（
首
長
・
教
育
委
員
会
等
）

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を

効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

新 た な 社 会 を 牽 引 す る 人 材 の 育 成 共 通 し て 求 め ら れ る 力 の 育 成

Ｓ ｏ ｃ ｉ ｅ ｔ ｙ 5 . 0 を 地 域 か ら 分 厚 く 支 え る 人 材

【
取
組
例
】

・
国
内
外
の
高
校
生
が
参
加
す
る

「
高
校
生
国
際
会
議
」
等
を
開
催

・
短
期
・
長
期
留
学
や
海
外
研
修

を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
中
に
体
系
的
に
位

置
づ
け

・
大
学
教
育
の
先
取
り
履
修
を
単

位
認
定
す
る
取
組
な
ど
高
大
接
続

に
よ
る
高
度
か
つ
多
様
な
科
目
内

容
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
用
意

等

●
学
校
・
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
類
型
で
実
施
●

＜
地
域
魅
力
化
型
＞
〈
普
通
科
中
心
2
0
校
程
度
〉

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
を
各
教
科
・
科
目
や
学
校

設
定
科
目
等
に
お
い
て
体
系
的
に
実
施
す
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

を
構
築

＜
グ
ロ
ー
カ
ル
型
＞
〈
学
科
共
通
2
0
校
程
度
〉

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
を
支
え
る
地
域
の
リ
ー

ダ
ー
を
育
成

＜
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
＞
〈
専
門
学
科
中
心
1
0
校
程
度
〉

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
実
践
的
な
職
業
教

育
を
推
進
し
、
地
域
に
求
め
ら
れ
る
人
材
を
育
成

Ｓ ｏ ｃ ｉ ｅ ｔ ｙ 5 . 0 に 向 け た リ ー デ ィ ン グ プ ロ ジ ェ ク ト

こ れ ま で の 事 業 成 果 を 活 用

【
基
礎
枠
取
組
例
】

※
更
に
高
度
な
取
組
に
は

追
加
支
援
（5

0
0
～

1
3

0
0

万
円

/年
・
校
）

・
高
大
接
続
に
よ
る
人
材

育
成
手
法
の
開
発
・実

証
・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
指
導
手
法

等
の
広
域
普
及

・
海
外
の
研
究
機
関
等
と
の

連
携
に
よ
る
共
同
研
究

・
企
業
等
と
の
連
携
に
よ
る

地
球
規
模
課
題
の
解
決

・
学
習
指
導
要
領
の
枠
を
超
え
、
理

数
を
重
視
し
た
教
育
課
程
を
編
成

・
主
体
的
・
協
働
的
な
学
び
を
重
視

・
研
究
者
の
講
義
に
よ
る
興
味
関
心

の
喚
起
や
フ
ィ
ー
ル
ド
ワ
ー
ク
等
に
よ

る
自
主
研
究
の
取
組

・
上
記
取
組
を
高
大
連
携
や
企
業

連
携
等
に
よ
り
高
度
に
実
施

＜
Ｈ
3
0
年
度
：
2
0
4
校
＞

＜
H
3
0
年
度
：
1
4
校
＞

【
重
点
枠
取
組
例
】

（
7
5
0
～

1
2
0
0
万
円
程
度

/ 
年
・校

、
指
定
期
間

5
年
）
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背
景

課
題

今
後
５
年
間
ほ
ど
で
ア
ド
バ
ン
ス
ト
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成
し
た
拠
点
校
を
全
国
に

5
0
校
程
度
配
置
し
、
将
来
的
に
Ｗ
Ｗ

L
（
ワ
ー
ル
ド
・
ワ
イ
ド
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
へ
と
つ
な
げ
る

W
W

L
（
ワ
ー
ル
ド
・
ワ
イ
ド
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
構
築
支
援
事
業

（
2

0
1

9
年
度
新
規
）

2
0
1
9
年
度
要
求
・要

望
額

1
6
7
百
万
円
（
新
規
）

ア
ド
バ
ン
ス
ト
・ラ
ー
ニ
ン
グ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
イ
メ
ー
ジ

高
等
学
校
と
関

係
機
関
を
つ
な
ぐ

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

等
の
配
置

国
際
会
議
の
開
催
等
に
よ
り
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
効
果
的
に

機
能
す
る
よ
う
高
校
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
形
成

事
業
概
要

◆
将
来
、
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
な
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
を
育
成
す
る
た
め
、
高
等
学
校
等
と
国
内
外
の

大
学
、
企
業
、
国
際
機
関
等
が
共
同
し
、
高
校
生
へ
よ
り
高
度
な
学
び
を
提
供
す
る
仕
組
み
を

構
築
す
る
と
と
も
に
、
テ
ー
マ
等
を
通
じ
た
高
校
生
国
際
会
議
の
開
催
等
や
高
等
学
校
の
ア
ド
バ

ン
ス
ト
・ラ
ー
ニ
ン
グ
・ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
形
成
に
よ
り
、
W

W
L
（
ワ
ー
ル
ド
・ワ
イ
ド
・ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ

ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
お
け
る
拠
点
校
を
目
指
す
。

こ
れ
ま
で
の
ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（

S
G

H
）
事
業
な
ど
の
取
組
の
実
績
を
活
用

✓
グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題
研
究
（

S
D

G
s
、
経
済
、
政
治
、
教
育
、
芸
術
等
の
テ
ー
マ
）

の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
開
発
。

✓
外
国
語
や
社
会
科
等
の
複
数
の
教
科
を
融
合
し
、
テ
ー
マ
と
関
連
し
た
融
合
科
目

「グ
ロ
ー
バ
ル
探
究
」等

の
学
校
設
定
科
目
の
設
定
。

✓
テ
ー
マ
と
関
連
し
た
国
内
外
の
高
校
生
が
参
加
す
る
「高

校
生
国
際
会
議
」等

を
開
催
。

✓
短
期
・
長
期
留
学
や
海
外
研
修
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
中
に
体
系
的
に
位
置
づ
け
。

✓
海
外
か
ら
の
ハ
イ
レ
ベ
ル
人
材
を
受
け
入
れ
、
日
本
人
高
校
生
と
留
学
生
が
一
緒
に
授

業
・
探
究
活
動
等
を
履
修
。

✓
大
学
教
育
の
先
取
り
履
修
を
単
位
認
定
す
る
取
組
（
科
目
等
履
修
生
制
度
を
活
用
）

な
ど
高
大
接
続
に
よ
る
高
度
か
つ
多
様
な
科
目
内
容
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
用
意
。

✓
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
を
重
視
し
た
外
国
語
（
複
数
外
国
語
含
む
）
の
先
進
的
な

授
業
を
実
践
。

✓
IC

T
の
活
用
に
よ
る
海
外
と
の
連
携
の
強
化
。

✓
国
内
外
の
高
校
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
。

✓
外
国
語
に
よ
る
テ
ー
マ
と
関
連
し
た
課
題
研
究
論
文
を
作
成
。

✓
教
員
研
修
、
セ
ミ
ナ
ー
等
の
実
施
。

具
体
的
な
取
組
（
例
）

文
理
分
断
か
ら
の
脱
却

文
理
両
方
を
学
ぶ
高
大
接
続
改
革

大
学
教
育
の
先
取
り
履
修
を
単
位
認
定
す
る
取
組
な
ど
も
含
め
た
高
度
か
つ
多
様
な

科
目
内
容
を
、
生
徒
個
人
の
興
味
・
関
心
・
特
性
に
応
じ
て
、
履
修
可
能
と
す
る
高
校

生
の
学
習
プ
ロ
グ
ラ
ム

/コ
ー
ス
を
「
W

W
L
（
ワ
ー
ル
ド
・
ワ
イ
ド
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
コ
ン
ソ
ー

シ
ア
ム
」
と
し
て
創
設
す
る
。
高
校
生
６
万
人
あ
た
り
１
か
所
を
目
安
に
、
各
都
道
府
県

で
国
公
私
立
高
校
等
を
拠
点
校
と
し
て
整
備
し
、
す
べ
て
の
高
校
生
が
選
抜
を
経
て
オ

ン
ラ
イ
ン
・
オ
フ
ラ
イ
ン
で
参
加
可
能
と
す
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
国
内
外
の
ト
ッ
プ
大
学
等
に
も

入
学
で
き
る
よ
う
な
グ
ロ
ー
バ
ル
・
イ
ノ
ベ
ー
テ
ィ
ブ
人
材
を
育
成
す
る
。
ま
た
、
海
外
か
ら
の

ハ
イ
レ
ベ
ル
人
材
を
受
け
入
れ
、
日
本
人
高
校
生
と
留
学
生
が
一
緒
に
英
語
で
の
授

業
・
探
究
活
動
等
を
履
修
す
る
こ
と
と
す
る
。

「
S
o
c
ie

ty
 5

.0
に
向
け
た
人
材
育
成

～
社
会
が
変
わ
る
、
学
び
が
変
わ
る
～
」

文
部
科
学
大
臣
懇
談
会
報
告
書
（

2
0
1
8
年

6
月

5
日
）
よ
り

S
o
c
ie

ty
 5

.0
に
向
け
た
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

S
o
c
ie

ty
5
.0
に
向
け
た
人
材
育
成


委
託
事
業
：
委
託
先
（
都
道
府
県
市
教
育
委
員
会
、
国
立
大
学
法
人
、
学
校
法
人
：
管
理
機
関
）


対
象
学
校
：
国
公
私
立
高
等
学
校
及
び
中
高
一
貫
教
育
校
（
研
究
開
発
の
対
象
は
小
・
中
学
校
か
ら
も
可
能
）


指
定
期
間
：
原
則

3
年
（

3
年
目
の
評
価
に
応
じ
て

2
年
延
長
可
）


指
定
校
数
：

1
0
校
程
度
（
幹
事
校

1
校
程
度
）


支
援
金
額
：
年
間
経
費
支
援
額
の
上
限
は

1
5
0
0
万
円
程
度
／
件
（
研
究
開
発
内
容
や
対
象
生
徒
な
ど
規
模
に
応
じ
て
）

【
世
界
高
校
生
水
会
議

2
0
1
8
年

7
月
】
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地
域
と
の
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

【
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
】

〈
専
門
学
科
中
心
1
0
校
程
度
〉

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ
る
実
践

的
な
職
業
教
育
を
推
進
し
、
地
域
に
求
め
ら
れ
る
人

材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
の
特
産
物
の
付
加
価
値
を
高
め
安
定
的
な
食
料
生
産

に
よ
り
地
域
の
発
展
を
担
う
人
材
を
育
成

・
も
の
づ
く
り
に
関
す
る
専
門
的
な
技
術
を
身
に
付
け
、
地

場
産
業
を
支
え
る
人
材
を
育
成

な
ど

標
準
ス
キ
ー
ム
を
踏
ま
え
つ
つ
、
地
域
の
実
情
や
人
材
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
取
組
を
展
開

(新
規
)

2
0
1
9
年
度
要
求
・
要
望
額
4
0
0
百
万
円

新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
を
踏
ま
え
、
S
o
c
ie
ty
5
.0
を
地
域
か
ら
分
厚
く
支
え
る
人
材
の
育
成
に
向
け
た
教
育
改
革
を
推
進
す
る
た
め
、

「
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1
8
」
や
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針
2
0
1
8
」
に
基
づ
き
、
高
等
学
校
が
自
治
体
、
高

等
教
育
機
関
、
産
業
界
等
と
協
働
し
て
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築
し
、
地
域
課
題
の
解
決
等
の
探
究
的
な
学
び
を
実
現
す
る
取
組
を
推
進
す
る

こ
と
で
、
地
域
振
興
の
核
と
し
て
の
高
等
学
校
の
機
能
強
化
を
図
る
。

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

小
中
学
校
等

高
等
学
校

地
域

高
等
学
校

✔
地
域
に
お
け
る
活
動
を
通
じ
た
探
究
的
な
学
び
の

実
現
（
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
）

✔
学
校
の
中
だ
け
で
は
で
き
な
い
多
様
な
社
会
体
験

・
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
活
動
を
学
校
の
活

動
と
し
て
明
確
化

・
専
門
人
材
の
配
置
等
、
学
内
に
お
け
る
実
施

体
制
を
構
築

コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

✔
高
校
生
の
う
ち
に
地
元
地
域
を
知
る
こ
と
に
よ
り
、

地
元
へ
の
定
着
や
Ｕ
タ
ー
ン
が
促
進
さ
れ
る

✔
地
域
の
活
動
に
高
校
生
が
参
画
す
る
こ
と
に
よ
り
、

地
域
活
力
の
向
上
へ
貢
献

・
将
来
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
求
め
る
人
材
像
の

共
有
や
協
働
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
開
発

・
学
校
と
地
域
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
を
指
定

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を
効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

【
地
域
魅
力
化
型
】

〈
普
通
科
中
心
2
0
校
程
度
〉

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
を
各
教

科
・
科
目
や
学
校
設
定
科
目
等
に
お
い
て
体
系

的
に
実
施
す
る
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
構
築

し
、
地
域
な
ら
で
は
の
新
し
い
価
値
を
創
造
す

る
人
材
を
育
成

～
特
徴
・
取
組
例
～

・
地
域
と
の
連
携
に
係
る
教
科
横
断
的
な
単
位
を
設
定

・
衰
退
し
つ
つ
あ
る
地
域
の
振
興
方
策
を
地
域
と
の
連

携
に
よ
り
研
究
・
実
践

な
ど

【
グ
ロ
ー
カ
ル
型
】

〈
学
科
共
通
2
0
校
程
度
〉

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

を
支
え
る
地
域
の
リ
ー
ダ
ー
を
育
成
。

～
特
徴
・
取
組
例
～

•
グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題
研
究
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
研
究
開
発

•
海
外
研
修
等
を
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
中
に
体
系
的
に
位
置
づ
け

•
海
外
か
ら
の
留
学
生
を
受
け
入
れ
る
な
ど
外
国
人
生
徒
と
一
緒

に
授
業
・探

究
活
動
等
を
履
修

•
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョン
能
力
を
重
視
し
た
外
国
語
（
複
数
外
国
語

含
む
）
の
先
進
的
な
授
業
を
実
践

な
ど

市
町
村

（
首
長
・
教
育
委
員
会
等
）
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１６．義務教育教科書の無償給与

(前 年 度 予 算 額 43,249百万円）

2019年度要求・要望額 44,836百万円

１．要 旨

義務教育教科書購入費については、憲法第２６条に掲げる義務教育無償の精神

を広く実現するものとして、国公私を問わず、義務教育諸学校の児童・生徒が使

用する教科書を国が発行者から直接購入し、無償で給与するための経費。

２．内 容

平成３１年度義務教育教科書購入費は、平成３１年度から使用される中学校の

「特別の教科 道徳」及び平成３２年度から使用される小学校英語の教科書、ま

た平成３２年度から小学校３年生に配布される地図帳を無償給与するために、平

成３１年度に必要な経費を計上するとともに、教科書の定価は公共料金であるこ

とから公共料金として適正な価格にするため、前年の定価をベースに物価指数や

製造コスト等の変動要素を適切に反映し、総額で約４４８億円を計上。

（１）予算額等の推移

区 分 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度(要求)

予算額 412億円 411億円 416億円 432億円 448億円

定価改定率 ＋0.8% ＋0.5% ±0.0% ±0.0% ＋0.3%

（２）平成31年度児童生徒１人当たりの平均教科書費(要求ベース）

・小学校用教科書 3,866円（教科書一冊あたり382円）

・中学校用教科書 5,387円（教科書一冊あたり629円）
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～
理
念
～

○
憲
法
第
2
6
条
の
義
務
教
育
無
償
の
精
神
を
広
く
実
現

○
次
代
を
担
う
子
供
た
ち
の
国
民
的
自
覚
を
深
め
る
な
ど
、
国
民
全
体
の
期
待
を
込
め
て
教
育
的
意
義
か
ら
実
施

○
教
育
費
の
保
護
者
負
担
の
軽
減

義
務
教
育
教
科
書
の
無
償
給
与

2
0
1
9
年
度
要
求
・要

望
額
4
4
8
億
円

(前
年
度
予
算
額

4
3
2
億
円
)

昭
和

3
8
年
の
制
度
発
足
以
来
、

国
民
の
間
に
深
く
定
着

諸
外
国
に
お
い
て
も
多
く
の
国
で
教
科
書

の
無
償
制
度
を
実
施

教
科
書
発
行
者
・
教
科
書
供
給
業
者

公
立
学
校

私
立
学
校

国
立
学
校

義
務
教
育
諸
学
校
の
す
べ
て
の
児
童
生
徒

※
教
科
書
は
児
童
生
徒
の
所
有
物
書
き
込
み
を
し
た
り
自
宅
に
持
ち
帰
っ
て
学
習

（
購
入
契
約
を
締
結
）

無
償
給
与

無
償
給
与

無
償
給
与

国
（
文
部
科
学
省
）

2
0
1
5年
度

2
0
1
6
年
度

2
0
1
7
年
度

2
0
1
8
年
度

2
0
1
9
年
度
（
要
求
）

予
算

額
4
1
2
億
円

4
1
1
億
円

4
1
6
億
円

4
3
2
億
円

4
4
8
億
円

定
価
改
定
率

＋
0
.8
％

＋
0
.5
％

±
0
.0
％

±
0
.0
％

+0
.3
％

平
成

3
1
年
度
は
小
学
校
英
語
、
中
学
校
道
徳
の
教
科
書
等
を
無
償
給
与
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
新
た
に
計
上

（
参
考
）
平
成

3
1
年
度
児
童
生
徒
１
人
当
た
り
の
平
均
教
科
書
費
（
要
求
ベ
ー
ス
）

・
小
学
校
用
４

,0
7

8
円

・
中
学
校
用
５

,3
8

7
円
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2019年度東日本大震災復興特別会計概算要求

【初等中等教育局関係分】

就 学 支 援 45億円

○被災地スクールバス・ボート購入経費 0.3億円

・被災により通学困難となった児童生徒の通学支援のためのスクールバス等購入
の補助

○被災児童生徒就学支援等事業 44億円

・震災により、経済的理由から就学等が困難となった世帯の幼児児童生徒に、
就学支援等を実施

（参 考）

幼児児童生徒の心のケアや教育支援等 42億円

○緊急スクールカウンセラー等活用事業 24億円

・スクールカウンセラー 875人 など

○被災児童生徒に対する学習支援等のための教職員加配 18億円

・被災児童生徒に対する学習支援や心のケア等に取り組むための定数措置（784人）

復興を支える人材の育成など地域における暮らしの再生 5億円

○福島県教育復興推進事業 0.8億円

・避難地域12市町村の小中学校や双葉郡中高一貫校における魅力ある学校づくりを支援

○福島イノベーション・コースト構想等を担う人材育成 3億円
に関する事業

・構想の中心となる浜通り地域等の教育環境の整備や人材の裾野を広げるための
取組を支援

○放射線副読本の普及 0.6億円

・学校における放射線に関する教育の支援として副読本を普及
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